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　昨年創立 90 周年を迎えた久留米大学は、昭和 3（1928）
年に九州医学専門学校として創立された。医師の大都市集
中等で無医地域が増え、地域住民の困窮に福岡県医師会が
立ち上がり、時の福岡県医師会溝口喜六会長（初代理事長、
第３代校長）らのご尽力により設立された。設立にあたっ
ては、当時、日本足袋株式会社の社長であった石橋徳次
郎氏と専務取締役で弟の正二郎氏（株式会社ブリヂスト
ン創業者）から敷地および校舎の寄付を受け、その校舎
は大学本館として往時の佇まいを今に残している。
　昭和 5（1930）年に作られた、九州医学専門学校の校歌は、
数々の誌歌や童謡を残した詩人北原白秋の作詞によるも
ので、その一節にある「国手（名医）の理想は常に仁なり」
という言葉は、碑に刻まれ、現在は医学部医学科の基本
理念として本学で学ぶ学生たちの胸にも刻まれている。

日本私立医科大学協会

第88号
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Ⅰ．はじめに
　Ⅱ．平成 26 年診療報酬改定における消費税

引き上げ相当額の補填不足

 巻頭言

 「医療における控除対象外消費税
―税率 10％への引き上げの問題点と今後―」

日本私立医科大学協会
　大学病院の診療報酬に関する検討委員会委員
　消費税増税問題に関するワーキンググループ委員
聖マリアンナ医科大学病院経営管理室室長

川　瀬　弘　一　氏 

　消費税は平成元年 4 月に我が国で導入、税率は
3％でスタートし、平成 9年に 5％、平成 26 年に 8％
と段階的に引き上げられ、令和元年 10 月に 10％へ
の引き上げが予定されているが、医療でも特に病院
にとって消費税は大きな負担になっている。特定の
ものを購入する場合に税率が軽くなる軽減税率制度
の導入も議論され、外食と酒類を除く飲食料品や新
聞は 8％のままに据え置かれるとされているが、医
療はこれに含まれない。その理由は教育や医療は政
策的配慮に基づく非課税取引とされているためであ
る。実質的には医療には消費税が課税されていて、
病院建物の建設、医療機器購入、薬剤や医療材料の
仕入れなどに消費税を支払っている。このうち薬剤
や特定保険医療材料の消費税分は、医療の公定価格
である診療報酬に上乗せされている。
　消費税率の引き上げにより協会加盟大学附属病院
における負担額も増加し、既にその経営に大きな影
響が及んでいることは、本誌（医学振興）第 75号に
本協会会長である獨協学園寺野彰理事長が巻頭言に
て、また、第 79号に本協会総務・経営部会担当理事
である聖マリアンナ医科大学明石勝也理事長が、そ
して第 86 号に本協会税制問題検討委員会委員長で
ある川崎学園川﨑誠治理事長が論壇に詳しく述べて
おられる通りである。今回 5-8％に消費税が引き上
げられた際の問題点や今後について述べたい。

　これまで平成元年の消費税導入時、平成 9年と平
成 26 年の税率の引き上げ時の計 3回、消費税分が
診療報酬に上乗せされてきた。これにより医療機関
（病院、一般診療所、歯科診療所、保険薬局）の仕
入れに係る消費税負担については、診療報酬本体の
一部の個別項目、初・再診料や入院基本料などに重
点的に上乗せし、また薬価や特定保険医療材料にも
消費税分を加点することで対応してきた。
　日本病院団体協議会で、平成 26 年の 5-8％に引き
上げられた際に、3％増税分が診療報酬で補填され
ているかの調査を行うこととなり、同協議会に加盟
している日本私立医科大学協会では、消費税増税問
題に関するワーキンググループ（座長：明石勝也聖
マリアンナ医科大学理事長）を立ち上げ、大学病院
本院を対象に調査を行った。なお厚生労働省中央社
会保険医療協議会の議論の中で、病院建物の建設、
医療機器購入などの高額投資対応については別建て
で行わず、診療報酬の中で基本診療料等に上乗せす
ることで対応となったが、高額投資の控除対象外消
費税が十分に補填されているとは考えられない。
　調査結果には設備関係費を含める場合と含めない
場合、さらに設備関係費は年度毎に額が大きく異な
るため、減価償却費に置き換えた場合も検討したが、
今回は設備関係費を含めない場合の結果を提示す
る（図表１）。この調査は消費税率引き上げ前の平
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成 25 年度データを基に、税率引き上げによる経費
増と診療報酬による補填分を推計し補填率等を計算
したが、１大学病院が電子カルテ移行にて過去分の
消費増税による診療報酬増額分が不明のため、28 大
学病院の調査結果である。施設関係費を含めない場
合の補填率は平均値 71.1％、中央値 71.6％で、分布
割合は補填率 50％未満 3.6％、補填率 50％以上 60％
未満 7.1％、補填率 60％以上 70％未満 32.1％、補填
率 70％以上 80％未満 25.0％、補填率 80％以上 90％
未満 25.0％、補填率 90％以上 100％未満 3.6％で、1
大学病院を除いた 27 大学病院が補填不足であった。
年間の補填不足額は 1億円以上 4病院（14.3％）、5
千万円以上 1億円未満 11 病院で、1大学病院の平均
は 57,843 千円、28 大学病院の総額は 1,619,910 千円
であり、診療報酬で十分補填されていないことが明
らかになった。
　日本病院団体協議会はこの結果も踏まえた加盟団

体の調査結果を集計し、「病院全体の補填率は平均
値 76.1％、中央値 84.2％でばらつきが大きい、特に
400 床以上の病院では 70.5％しか補填されていない」
と公表している。
　さらに日本私立医科大学協会消費税増税問題に関
するワーキンググループでは、平成 26 年度の 3％増
税分が診療報酬で補填されているかの調査を本院29
病院・分院 52 病院を対象に行い、設備関係費を含
める場合の補填率は平均値 57.7％、中央値 50.6％、
本院・分院における消費増税持出額は総額 63 億
3,000 万円、１病院平均 7,800 万円であり、設備関係
費を含めない場合の補填率は平均値 69.2％、中央値
60.9％、本院・分院における消費増税持出額は総額
40 億 3,000 万円、１病院平均 5,000 万円であったこ
とを理事会に報告した（表 2）。
　しかしながら厚生労働省は平成 27 年 11 月の医療
機関等における消費税負担に関する分科会におい

【図表 1】協会加盟大学附属病院（本院 28 大学）5→ 8％消費増税の影響調査結果（設備関係費を含まない）
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Ⅲ．医療機関の行う高額の投資による消費税
の負担

　日本私立医科大学協会では消費税導入以降、病院
部門消費税負担額調査分析を行っている。本誌第 86
号論壇に川﨑誠治先生が平成 28 年度までの控除対
象外消費税額を詳しく述べておられるが、平成 29
年度の大学附属病院（82 病院）の消費税負担額、い
わゆる控除対象外消費税は 701 億 4,000 万円（１大
学当たり 24 億 1,700 万円）となっている。これは社
会保険診療収入に対して 4.2％の額である。政府は
消費税導入にあたり控除対象外消費税負担解消とし
て診療報酬に平成元年に 0.76％、平成 9年に 0.77％、

て、「平成 26 年の消費税率 5-8％への引上げによる
医療機関等の控除対象外消費増税（3％）分につい
ては、診療報酬改定による対応により、補填状況に
ばらつきは見られたものの、マクロでは概ね補填さ
れていることが確認された」と報告している（表 3）。
医療機関等全体の補填率は 102.07％であり、このう
ち病院全体の補填率は 102.36％、補填差額はプラス
64 万 9 千円（1施設・1年間当たり）、特定機能病院
の補填率は 98.09％、補填差額はマイナス 454 万円（1
施設・1年間当たり）と報告していた。私立医科大
学協会の調査結果と大きな乖離があることを指摘し
たが補填されているという返答であった。
　しかし平成 30 年 7 月、厚生労働省はこの調査に
計算違いがあり、実際の補填率は平成 26 年度では
全体で 90.6％、病院 82.9％、特定機能病院 61.4％、
平成 28 年度では全体で 92.5％、病院 85.0％、特定
機能病院 61.7％と、診療報酬における相当額の補填
が不足していたことを 4年以上経過してから公表し
た（表 4）。補填不足の原因は、①DPC病院の複数
月にまたがる入院日数について重複してデータが抽
出されていた、②病院・一般診療所間（以下病・診間）
の医療費シェアの差の拡大と病院の課税経費率の上
昇が、病・診間の補填状況に影響を及ぼした、③初
診料の算定が一般診療所では増加、病院では減少し
たことや、再診料・外来診療料についても病院の占

 

 

 

【表 2】協会加盟大学附属病院（本院 29 病院・分院 52 病院）における平成 26 年度消費税 8％増税分の影響調査結果

める割合が減少した、④入院料ごとの課税経費率の
変動幅がそれぞれ異なること、⑤補填点数項目の算
定回数は、平成 24 年度社会医療診療行為別調査の
単月の算定回数に一定の係数を乗じて、年間の算定
回数としていたが、見込みと実績に差が生じていた
ことなどがあげられている。
　特定機能病院は平成 26年から 5年半にわたり、6
割しか補填されてなく、１大学病院当たり毎年1億円、
合計で 5億円以上税金を余計に払っていて、返還も
してもらえないという状況が現在も継続している。
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　平成 30 年 12 月 14 日、平成 31 年度与党税制改正
大綱で、医療における控除対象外消費税への対応と
して、診療報酬の基本診療料の配点を精緻化し、補
填状況を継続的に検証して見直すとある。これはさ
きほどの病院特に特定機能病院の大幅な補填不足を
受けて配分を精緻化するとしている。また、設備投
資への支援措置として、高額な医療用機器特別償還
制度が 2年間延長された。
　これに対して、日本医師会は「医療に係る消費税

Ⅳ．平成 31 年度与党税制改正大綱とこれに対
する日本医師会のプレスリリース

平成 26 年に 1.36％、合計 2.89％で補填したとして
いるが、平成 29 年度の補填額は 464 億 2,500 万円（1
大学当たり 16 億 100 万円）となり、補填されてい
ない消費税負担額（いわゆる損税）は 237 億 1,500
万円（1大学当たり 8億 1,800 万円）にも及んでいる。
　平成 26 年の 5-8％への消費増税の際の議論で、医
療機関等の投資は年度による変動が大きいことか
ら、年度ごとの投資実績に応じた償還は困難であり、
また建物、医療情報システムなどに対する投資の比
率が高く、個別の診療行為との対応関係が明確でな
い投資が大半を占めているとの理由から、医療機関
等の仕入れに係る消費税については診療報酬等の医
療保険制度において手当をするが、建物、医療機器、
医療情報システムなどに対する高額の投資に係る消
費税の負担については、今後の検討課題とし先送り
になったままであるのが現状で、これが平成 26 年

【表 3】消費税率 8％への引上げに伴う補てん状況の把握結果について（第 13 回医療機関等における消費税負担に関す
る分科会（平成 27 年 11 月 30 日））

【表 4】消費税率 8％への引上げに伴う補てん状況調査の修正（第 16 回医療機関等における消費税負担に関する分科会、
平成 30 年 7 月 25 日）

以降補填されていない消費税負担額が大幅に増加し
ている原因である。
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　令和元年 10 月の消費税率 8-10％への引き上げに
おいて、厚生労働省は、消費税率 5-8％の 3％分の見
直しを含めた、5-10％の増税部分の補填が是正され
るよう診療報酬に配点とするとし、基本診療料への
きめ細やかな配分を行うことで実態にあった補填が
可能になると説明している。①一般病棟入院基本料・
療養病棟入院基本料について、療養病床の割合で課
税経費率をみる、精神病棟入院基本料について精神
科病院の課税経費率をみる、②看護配置基準別に一
般病棟入院基本料、療養病棟入院基本料、特定機能
病院入院基本料等の課税経費率の平均をみる、③病
院種別や入院料別ごとの入院料シェアも考慮し補填
する、④課税経費率について、直近の医療経済実態
調査の結果を用いる、⑤補填点数項目に係る算定回
数について、直近のＮＤＢデータの通年実績データ
を用いる、などの配慮が行われた。
　これにより医療機関種別（病院、一般診療所、歯
科診療所、保険薬局）および特に補填超過不足が大
きかった精神科病院と特定機能病院のシミュレー
ションを行い、補填のばらつきは是正されたと説明
している。平成 28 年度調査で、病院においては診
療報酬での上乗せ分が 1,786 万円から 2,113 万 5 千
円に増加し、補填差額はマイナス 314 万 5 千円か
らプラス 12 万 9 千円となり、補填率は 85.0％から
100.6％となった。また特定機能病院においては診療
報酬での上乗せ分が1億4,871万6千円から2億4,709
万 4 千円に増加し、補填差額はマイナス 9,239 万 8
千円からプラス 598 万円となり、補填率は 61.7％か
ら 102.5％となった（表 5）。
　実際の診療報酬本体における病・診間の財源配分
は、「病院・診療所それぞれの医療費シェア」×「病院・
診療所それぞれの課税経費率」の比に応じて行われ、
病院が約3,000億円、診療所が約1,000億円となった。
初・再診料の上乗せ率は 5.5％、入院基本料・特定
入院料の上乗せ率は、入院基本料と特定入院料で細
かく分類され、急性期一般入院料＆特定入院料（分
類Ⅰ；救命救急入院料、特定集中治療室管理料、ハ
イケアユニット入院医療管理料、新生児特定集中治
療室管理料、小児入院医療管理料 1～ 4等）の上乗
せ率は 4.8％、地域一般入院料＆特定入院料（分類Ⅱ；
小児入院医療管理料 5、回復期リハビリテーション

Ⅴ．消費税率 10%への引上げ時の対応について
問題が解決された」とし、控除対象外消費税につい
ては、消費税率が 8％へ引き上げられた時と同様の
方法により全額補填され、基本診療料へのきめ細や
かな配分を行うことで補填率はいずれもほぼ 100％
となり、補填のばらつきは相当程度是正されると見
込まれている」と、同日にプレスリリースがあった。
　特定機能病院である大学病院は比較的同じような
患者の診療を担当しており、ばらつきは少ないかも
しれないが、大学病院本院と同じような機能を有す
る分院では、償還できない医療材料費の割合が高く、
また人件費を委託している病院も多く、一般病院の
中では補填不足となることも予想される。また病院
建築や医療情報システム、高額な医療機器の購入に
あたっては、法人税・所得税に対し、設備投資への
支援措置を行うことで解決するとしているが、法人
税によって控除対象外消費税を控除する方式は、公
益法人の医療機関はその恩恵に該当しない。大学病
院だけでなく、国立病院機構、公立病院、日赤、済
生会、厚生連などの病院も税制上非課税であるため、
支払っている法人税がないために設備投資に係る控
除対象外消費税を法人税によって控除する恩恵に該
当しない。
　国立大学附属病院長会議（常置委員会委員長：山
本修一千葉大学医学部附属病院長）は平成 31 年度
予算における国立大学関係予算の充実及び税制改正
についての要望書に、「消費税として 4年間で累積
約 748 億円を負担しており、機器の更新が十分でな
いなど経営に多大な影響がある。現状のまま 10％へ
増税されると、年間で更に 100 億円を超える負担増
となる」と記載している。大学には文部科学省から
国立大学法人運営費交付金があるが、これ以外に附
属病院に係る病院運営費交付金が 46 病院で約 1,300
億円交付されている。平成 26 年には年々減少して
いた病院運営費交付金が 100 億円余り増額されてお
り、おそらくこれは消費増税による控除対象外消費
税増額分に対応したものと推察される。
　私立大学にも経常費補助金（国立大学法人運営費
交付金に相当するもの）の交付を受けているが、国
立大学の 1/10 程度であり、附属病院に係る病院運
営費交付金に相当するものはない。このため消費増
税による控除対象外消費税増額分はそのまま病院の
経費増になる。
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　協会加盟大学附属病院において、建物、医療機器、
医療情報システムなどの高額投資に係る消費税の負
担については、令和元年 10 月の消費税率 10％への
引き上げにおける政府の対応では全く解決されてい
ない。診療報酬で補填されるのは、高額投資を除い
た部分の控除対象外消費税分だけである。地域の高
度急性期医療を担い、先進的な医療のために最新の
医療機器を整備する必要がある私立医科大学附属病
院にとっては、公益法人の医療機関であるため、設
備投資に係る控除対象外消費税を法人税によって控
除する恩恵に該当せず、さらにその控除対象外消費

Ⅵ．今後の課題

税が 2％分増加するので、設備投資に係る消費税問
題は非常に深刻である。医療を課税にすればこの問
題は解決可能だが、その道のりは遠い。しかし医療
を提供する病院が高額な消費税を負担し、これが病
院経営に大きな影響を及ぼしている現実を政府、国
民に正しく理解していただくことが大切である。一
つの方法として、文部科学省へ国立大学病院と同様
に何らかの財政支援の措置を要望することも必要と
思われる。
　診療報酬で補填される控除対象外消費税は、厚生
労働省のシミュレーションによれば基本診療料への
きめ細やかな配分を行うことで、補填率の平均はほ
ぼ 100％となると説明しているが、ばらつきがどの
程度あるかは不明である。医療機関の課税経費率や
医療費シェアについては経年で変化するものであ
り、消費税率 10％への引き上げ後に、診療報酬で適
切な補填がなされているかの調査は重要である。厚
生労働省も消費税率引き上げ後の補填状況について
は、必要なデータが揃い次第速やかに、かつ継続的
に調査すると約束しているが、消費税引き上げ 6カ
月後の令和 2年 4月に次回診療報酬改定が迫ってお
り、調査結果の報告はこれに間に合うとは思えない。
協会加盟大学としては、できるだけ早急に調査を行
い、増税の補填結果を令和 2年 4月の診療報酬改定
に間に合うように提案していきたいと考えている。
ご協力のほどよろしくお願いいたします。

病棟入院料、地域包括ケア病棟入院料等）の上乗せ
率は 4.0％、精神病棟入院基本料（10 対１・13 対１）
＆特定入院料（分類Ⅲ；精神科救急入院料、精神科
救急・合併症入院料等）の上乗せ率は 2.6％、精神
病棟入院基本料（15 対１以下）＆特定入院料（分類
Ⅳ；精神科急性期治療病棟入院料 2、認知症治療病
棟入院料等）の上乗せ率は 2.2％となり、これ以外
に特定機能病院入院基本料の上乗せ率は 8.8％など
となった。
　一方で 0-5％の消費税の補填が十分であったかは、
診療報酬に上乗せした項目が、それ自体がなくなっ
たなどの理由で検証されていない。平成元年消費税
導入時に診療報酬に振り当てられた項目には血液化
学検査（+5点）、基準寝具加算（+1点）、給食料（+1
点）などに、平成 9年には入院環境料（+4 点）、静
脈内注射（+1点）、高エネルギー放射線治療（+100点）
などであるが、0-5％の消費税の補填が十分であった
かの検証もお願いしたい。

【表 5】配点方法見直し後のシミュレーション結果（第 19 回医療機関等における消費税負担に関する分科会、平成 30
年 11 月 21 日）
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　　　日時：平成 31年 4月 3日（水）17:00 ～ 19:15
　　　場所：アルカディア市ヶ谷（私学会館）7階会議室
          　奈良　信雄 氏

日本医学教育評価機構常勤理事

寺 野　  彰 氏
日本私立医科大学協会会長、獨協学園理事長

友田　幸一 氏
関西医科大学学長

福 島　  統 氏
東京慈恵会医科大学教育センター長

　服部　雄幸 氏
日本医学教育評価機構事務局長

（司会）別所　正美 氏
埼玉医科大学学長、日本医学教育評価機構副理事長

（広報委員会）小栗　典明 氏
日本私立医科大学協会事務局長

座談会
「日本医学教育評価機構 (JACME) の

現状と課題について」
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【はじめに】

別　所　本日は、日本医学教育評価機構の運営にか
かわっている先生方にお集まりいただき、私立医
科大学協会の『医学振興』第 88 号に掲載予定の「日
本医学教育評価機構（JACME）の現状と課題に
ついて」お話をうかがいます。

  　日本医学教育評価機構 ( 以下、JACME：Japan 
Accreditation Council for Medical Education) は、
医学教育の分野別評価、いわゆる「国際認証」を
行うことを目的に、平成 27 年 12 月に誕生した一
般社団法人ですが、平成 29 年 3 月には世界医学
教育連盟（以下、WFME：World Federation for 
Medical Education）から、国際基準による医学
教育の分野別評価を行う組織として認定されまし
た。したがって、JACMEによる分野別評価を受
審し、認証を得た日本の医学部は、国際基準に合
致した医学教育を実施していることが国際的に認
められた医学部である、ということができると思
います。JACMEでは、現在までに国内約半数の
医学部の評価を行い、本年 2月 1 日現在 27 の医
学部に対して認定証を発行しています。今後も順
次、評価を行い、2023 年までには全医学部の評
価を済ませる予定になっています。

　　JACMEによる評価は、これまで順調に進めら
れてきましたが、その過程において、いろいろな
課題も見えてきたと思います。本日は、JACME
に関係の深い先生方にご出席いただき、座談会を
進めてまいりたいと思います。

　　申し遅れましたが、本日の司会を仰せつかりま
した別所です。よろしくお願いいたします。

　　最初に、本日ご参加いただきました先生方に、
JACMEとの関わりなどを含めて自己紹介をお願
いいたします。寺野先生からお願いいたします。

寺　野　獨協医科大学の寺野です。この「JACME
の現状と課題について」という座談会に参加させ
ていただくことになり、正直なところ驚いていま
す。大変詳しい先生方がお集まりなので、それに
対して時々野次馬的な意見を言わせていただく役
割なんだろうなと思って参加しています。

　　JACMEという組織ができるときには、医科大
学ないし病院を検証するのは文部科学省、厚生労
働省ともにあるので、それは屋上屋を重ねるもの
ではないかと批判をしたことがございます。しか

し、実際にはどういうことをやるのかというとこ
ろで、これを受審しなければECFMG（Educational 
Commission for Foreign Medical Graduates）（ア
メリカにおける臨床研修を希望するアメリカおよ
びカナダ以外の医学校にて教育を受けた医師に対
して、アメリカでの研修資格を認定する非営利団
体）をはじめとして若手の医師が留学することが
できないことになるということなので、これは大
変だという感じを受けました。私が ECFMG を
受けたのは 40 年ぐらい昔の話ですけれど、苦労
した覚えがあります。それに基づいてアメリカへ
行きました。WFMEという組織も本当に国際的
かどうかとなると、問題が多分あるのではないか
ということを読んだことがあるのですが、アメリ
カ主導だとは思います。でも、大部分の方がアメ
リカへ行くので、ある程度情報をきちんと手に入
れることも大事だし、留学の１つの大きな契機に
なるということも確かです。この JACMEという
組織が、厚生労働省、文部科学省などとは違った
独自の組織で進んでいければ、それはそれで良い
のかなと思って了承しました。実際経過を見てい
ると、その通りに進んでいて、良い方向に行って
いるのではないかと思っております。

　　問題は、日本の医師の数が、私が卒業したころ
の 3倍になったにもかかわらず、留学生が減って
いるという話を聞いて、大変不安に思っています。
確かに医学的な知識だけから見れば、日本で十分
な医学の知識は得られるし、何も留学は必要では
ないのだけれども、国際性を身につけることにお
いては、できるだけアメリカなりヨーロッパなり
に出かけてみる経験は必要なことであろうと考え
ています。それは何も欧米等に対するコンプレッ
クスという意味ではなくて、国際性、積極性とい
う意味から必要なんだろうと考えます。

　　ただ、日本の現状は、各病院、医局から見ても、
そう勝手に外国へ行かれては困る、診療医がいな
くなってしまうということで、なかなか行けない
現状があるという日本独自の考え方もあります。
けれども、とにかくどういう形の組織なのか。そ
の組織に則っていくためには、どういう条件を大
学は持っていなければいけないのか。そして、ア
メリカなりヨーロッパなりに行ったときに、何を
やってくるのか、どういうことを目的に行くのか、
というようなことをきちんと整理される組織であ
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ECFMG September 21, 2010

REQUIRING MEDICAL SCHOOL ACCREDITATION FOR ECFMG CERTIFICATION—MOVING ACCREDITATION FORWARD

In July 2010, the Educa onal Commission for Foreign Medical Graduates (ECFMG®) determined that, e ec ve in 

2023, physicians applying for ECFMG Cer ca on will be required to graduate from a medical school that has been 

appropriately accredited. To sa sfy this requirement, an applicant’s medical school must be accredited through a 

formal process that uses criteria comparable to those established for U.S. medical schools by the Liaison Commi ee 

on Medical Educa on (LCME) or that uses other globally accepted criteria, such as those put forth by the World 

Federa on for Medical Educa on (WFME).

A er several years of discussions, the ECFMG Board of Trustees has determined that it can enhance its protec on of 

the public by incorpora ng medical school accredita on using globally accepted criteria into ECFMG’s requirements 

for cer ca on of interna onal medical graduates (IMGs). Recognizing, however, that the e cacy of such a 

requirement depends on a universally accepted accredita on process, which does not currently exist, this 

requirement is not scheduled to take e ect un l 2023.

h p://www.ecfmg.org/forms/ra onale.pdf, accessed Sep 22, 2015) 

るということを前提として、私は、JACMEの存
在を認めたいと思っています。

友　田　関西医科大学学長の友田と申します。平成
27 年 4 月に学長に就任しまして、1期 4年が終わ
り 2期目になります。大学では教務部長、教務担
当副学長と教学関係の領域を担当してまいりまし
た。平成 27 年 7 月の JACME設立時に役員にご
推薦いただき、私立医科大学の西日本代表校とし
て参加させていただいております。これまで特に
委員会委員としての活動はございませんが、理事
会、総会にはほぼ全出席させていただいておりま
す。本日は、これから受審する大学の立場で、い
ろいろと要望、提案をさせていただきたいと思っ
ています。本日はよろしくお願いいたします。

福　島　東京慈恵会医科大学の教育センターの福島
です。よろしくお願いします。

　　医学教育の分野別質保証の仕事は、平成 24 年
の文部科学省の GP（Good Practice；大学教育改
革の優れた取組み）のときから参加していて、現
在は JACMEの企画・運営部会長ということで仕
事をさせていただいております。細かい話はまた
後で申し上げたいと思います。

奈　良　奈良でございます。私は JACMEの常勤理
事を務めておりますが、同時に順天堂大学の客員
教授をしております。

　　2015 年に東京医科歯科大学を定年退職しまし
て、その後のんびりしようと思っていたのです
が、医学教育分野別評価という重要な仕事が舞い
込み、未だにのんびりできない状態です。

　　先ほど福島先生が紹介されましたが、2011 年
から全国医学部長病院長会議（以下、AJMC: 
Association of Japan Medical Colleges）の中に医
学教育質保証検討委員会が設置され、そこから質
保証のあり方についての制度設計から関係してま
いりました。その後平成 24 年度から 28 年度まで
文部科学省の GP事業を担当し、5年計画で質保
証のあり方、医学教育評価のあり方を調査研究し
ました。その過程で 2015 年 12 月に JACMEが発
足し、2017 年 3 月に JACMEはWFMEから認証
を受け、国際的に通用する医学部の評価を実施す
ることになりました。「いわゆる国際認証」とい
う立場で、アメリカの ECFMG の通告にも合致
する評価に関わってきました。どうぞよろしくお
願いします。

服　部　JACME事務局長の服部でございます。私
は、平成 27 年 4 月 1 日付けで、当時、AJMC
の JACME担当事務局長として採用されました。
JACME設立準備委員会を担当していまして、翌
年の平成 28 年 4 月１日付けで、正式に JACME
の事務局長に採用されました。JACMEは平成 27

【資料 1】ECFMGの通告（JACME資料より）
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年 12 月 1 日付けで設立されましたが、設立当初
の JACMEは運営費がありませんでしたので、金
がなければ人は採用できないということで、入会
金が入ってから翌年の 4月 1日付けで JACMEの
事務局長として採用され、現在に至っています。
よろしくお願いいたします。

別　所　私は、埼玉医科大学の学長をしております
別所です。私立医科大学協会では卒前医学教育委
員会を担当している関係で本日の司会を仰せつ
かったものと思います。また、AJMCで JACME
の設立が課題になったときに、AJMC の会長を
していたため、JACME の設立準備を担当する
ことになりました。そのことがご縁で、現在、
JACMEの運営担当副理事長をしています。どう
ぞよろしくお願いいたします。

【医学教育の分野別認証（国際認証）について】

　　早速ですが、医学教育の分野別評価とは、どの
ようなものか、また、その意義に関して確認して
おきたいと思います。このことについては、平成
26 年 11 月 20 日発行の『医学振興』第 79 号の巻
頭言で、東京慈恵会医科大学の福島先生が詳しく
述べておられますので、復習の意味もかねて改め
てご説明いただければと思います。

福　島　それでは説明させていただきます。
　　一番問題になっているのは 2010 年 9 月です。
2010 年 9 月にアメリカの ECFMG が宣言を出
したんです。2023 年以降アメリカで医師免許
を取るためには、つまり外国の医学部卒業生が
アメリカで医師として働くためには ECFMG の
Certifi cation（証明書）が必要ですけれども、そ
れを出すためには、卒業した大学医学部の質保
証がされていること。その質保証は、評価基準
として、アメリカ医科大学協会の医学教育連絡
会 議（LCME：Liaison　Committee on Medical 
Education) が決めた評価基準、もしくはWFME
が決めたスタンダードに沿って認証されていなけ
れば、アメリカで医師になる道はないという宣言
を出したことで、「2023 年問題」ということで話
が広がったということが発端になります。

　　実は、これは突然出た話ではなくて、世界的な
視野で見ると、医学教育の改革は 1984 年から始
まるのです。1984年にアメリカ医科大学協会が「21

世紀の医師像」という GPEP レポートを出して、
翌年にハーバードがNew Pathway を導入する。
そういう流れの中で、アメリカの医学教育も 1984
年から変わり始めるわけです。その中にはクラー
クシップを拡充しろというのも入っています。

　　そういう形でアメリカ主導で医学教育の改革が
始まるのですけれど、それと時期を同じくして
WHO（世界保健機関）の下部組織であるWFME
が、世界の医学教育がどのような状況にあるかと
いう調査を、同じ 1984 年に始めるのです。この
調査をまとめるのに 4年かかるのですけれど、そ
の調査をした結果として、1988 年にスコットラ
ンドのエジンバラで世界医学教育会議が開催さ
れ、そこで「Edinburgh 宣言」が出されるのです。

　　世界のレベルとして医学教育を高めていかなけ
ればいけないという宣言を出したのですけれど、
誰も言うことを聞かないのでなかなか進まない。
そこで、1994 年にまたエジンバラで同じ会議を
開くことになりまして、医学教育の改善を世界の
レベルでやっていかなければいけないという話に
なります。その段階まではAccreditation（認証）
という言葉は一切出てこないのです。ところが、
それでも進まないのでWFMEは、Edinburgh 宣
言が出て 10 年目の 1998 年に Position Paper（声
明）を発表します。その Position Paper の中に

福島　統 氏
東京慈恵会医科大学教育センター長
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初めてAccreditation という言葉が出てくること
になります。要するに、医学教育の分野別質保
証を、Accreditation という方法を使わなければ、
医学教育の改革はなされないという考え方から、
Position Paper の中で、Accreditation をしていく
必要があるという話になります。そのようなこと
でイギリスは 1993 年に「Tomorrow’s Doctors」
を出す。という流れの中で、世界が医学教育の改
革に流れていく。

　　WFME の Position Paper が 出 た と き に、
Accreditation ってどうやってやるのだといっ
ても、それはわからない。わからないので、
2005 年に今度はWHO が医学教育の分野別で
Accreditation というのはこういうやり方でやり
なさいというガイドラインを出します。それで
Accreditation というやり方をもってして医学教
育の改善を進めなさいという流れはあったけれど
も、世界は全然進みません。WFMEはWHOの
下部組織ではありますが、資金の多くは ECFMG
から出ているんです。それで、WHOとWFME
と ECFMGがどうも話し合ったみたいです。そこ
で 2010 年の宣言が出るという形になります。　

　　その宣言を出したときに、ECFMGはそれに付
帯する文献を付けています。どんなことを言って
いるかというと、今世界で医学部の新設ラッシュ
である、しかも世界にできている医学部は質保証
がされていない、だから外国の医学部を出たから
といって、国家試験に受かったからといって、そ
んなペーパー試験だけでわが国の国民を診せるわ
けにはいかない。患者安全の立場からそれはでき
ない。そういう思想なんだということが、そこに
書かれていたわけです。

　　その中で一番問題になったのがカリブ海諸国で
す。カリブ海諸国で非常にたくさんの医学部がで
きました。そこで学んでいる人は誰かというと、
ほとんど白人だという。カリブ海諸国というの
は、もともと医学部がたくさんあるんです。それ
なのに、さらに医学部を増設しました。何のため
か。それはアメリカやカナダで医学部を落ちた人
を入れてあげて、そしてアメリカに戻すためだと
いう。そうは書いてないですけれど、そういう話
で、学校法人のモラルハザードだと。それで学校
経営をしているのだというような非難も、その中
には入っています。そういう中で医学部の質保証

をしていかないと、世界の患者さんが危機に瀕す
る。だから ECFMG を動かしたのだというよう
な説明をしていたわけです。

　　ECFMG の兄弟組織である国際医学教育研
究推進機構（以下、FAIMER（Foundation for 
Advancement of International Medical Education 
and Research））という組織があるのですけれど、
そのFAIMERが 2013 年に論文を出します。そこ
で、今の世界の医学部の現状を話すのですけれど、
こんなことが言われています。1998 年に医学部
は世界に 1,400 校ありました。ところが、2013 年
には、その倍の 2,600 校できている。15 年間で世
界の医学部はほぼ倍増しているが、その医学部の
質は保証されていないという現実が出てきた。そ
れではどうしたら良いか。それはやはり質保証だ
という形でAccreditation ということをやってい
かなければいけないということがさらに強調され
ると同時に、FAIMER という組織はWFME か
ら世界の医学部リストを譲り受けて、2015年から、
その国で認証された医学部は私たちがきちんとし
るしを付けて、グローバルスタンダードで認証さ
れた大学を世界に示していきますという形ができ
たというのが、医学教育分野別の話の始まりです。

　　2010 年にこの話が出てきたときに、そこまで背
景がわからなかったのですけれど、背景を調べて、
どうにかしなければいけないということになっ
て、当時の文部科学省の医学教育課長の新木さん
といろいろ相談をし始めたというのが、AJMCに
こういう委員会を作らなければいけないという話
のとっかかりになって、それで進んでいったとい
うのが経過です。

別　所　ありがとうございました。
　　1984 年にアメリカから出た「21 世紀の医師像」
が事の発端という理解でよろしいですか。

福　島　実はアメリカ自身もそれ以前は伝統的な医
学教育をやっていたわけです。要は PBL（問題
解決型学習）を中心とした、アクティブラーニン
グと当時は言わなかったですけれど、要するに自
己学習ができて、クリニカル・クラークシップを
推進しなさいというのが 1984 年の GPEP レポー
トに入っているんです。そういう意味では、アメ
リカでもそれ以前はクラークシップが必ずしも十
分でなかったということだと思います。そういう
形で教育の改善をしたのだから、世界も同じよう
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に改善しなさいという形にもっていったのだろう
と思います。

別　所　教育改革をする必要があるという話の、そ
もそものきっかけは何だったのでしょうか。

福　島　アメリカの場合は 4年の教育で、2年間の
基礎教育と 2年間の臨床教育ということで、4年
間の中でどうやって教育の効率を果たすかという
ことが、もともと問題だったんです。けれども、
医学知識の爆発的な増加というのが大きかったと
いうことと、もう 1つは、日本でも問題になりま
すけれど、大学は、ただ知識と技術を教えている
だけではないよね。医師としての適性、もっと言
うと職業倫理ですけれど、そういったものもきち
んと教えていかないといけないよねということ
が、1980年代に議論になって、それでGPEPレポー
トになったと理解しています。

奈　良　WFME は 1972 年に WHO と世界医師会
（WMA: World Medical Association）が共同で設
立した団体です。その背景には、福島先生もおっ
しゃったように、医師の数が非常に増えている
ことがあります。WHOの 2015 年の統計による
と、世界で約 980 万人の医師がいて、それを養成
する学校が約 2,800 あります。ところが、そのす
べての医学校における教育の質が保証されてい
るわけではないか、疑問が持たれました。そこ
で、WFMEが教育の質を保証する活動を始めた
わけです。もともと医学教育のレベルアップを目
的としていましたが、現在ではAccreditation を
通じて教育の質向上を目指すことに主眼が置かれ
ています。4月 7 日から 10 日まで韓国でWFME
の総会が開かれることなり、そこでも、いかに
Accreditation を進めるか、今後どういう方向に
向かうべきかが論点になろうと思います。　

　　WFMEの活動には ECFMGが全面的にサポー
トしており、WFMEと ECFMGが協力して世界
の医学教育の質を保証し、向上させようとしてい
るのです。

　　ちなみにWFMEから認証を受けた 1号がカリ
ブ海諸国の医学教育評価団体です。ECFMGが当
初ターゲットにしたのは、アメリカの医学部に進
学できない学生を教育しているカリブ海諸国の医
学校でした。お手元のファイル（「JACME の現
状と課題」資料集）の「WFMEの認証評価」に、
現時点で世界医学教育連盟によって認証を受け

た団体名が出ています。Caribbean Accreditation 
Authority for Education in Medicine and Other 
Health Professions（CAAM-HP）というもので、
敵もさるもの、すぐに評価機構を作って ECFMG
の要求にいち早く対応した形です。

　　日本はWFMEから 7番目に評価を受けていま
すが、現時点では、オランダが入って、世界で
14 団体（座談会時点の数）が認証を受けていま
す。なお、日本の JACMEは 2011 年から準備を
始め、短期間で制度を確立して稼働していること
にWFMEと ECFMGからは驚嘆されており、設
立の経緯と得られた成果をWFME総会の基調講
演で紹介するよう依頼されています。

別　所　インドネシアの次がオランダですか。
奈　良　そうです。その後、イスラエル、メキシコ、
台湾なども申請中で、審査を受けている段階です。

福　島　ECFMGが宣言を出したときに文献を付け
てきたんですけれど、その中に書いてあったのは、
アメリカとかイギリスとかニュージーランドで医
師をしている人の 25％は外国の医学部を出た人
です。アメリカは特に自国民を守らなければいけ
ないという意味で、世界の医学教育をレベル向上
してもらわないと困るというのは、実は 25％の
医師が輸入品だからだと、そういうことも書いて
あります。

奈良　信雄 氏
日本医学教育評価機構常勤理事
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別　所　質を保証された医学部から来た人でないと
自国民の健康を守れないので困る、ということで
すね。

福　島　いくらアメリカ医師国家試験（USMLE：
United States Medical Licensing Examination）
でペーパー試験だけでなくていろんなものを入れ
ようとしても、それは単なる試験でしかない。本
当の意味の能力を測っているわけではない。本当
の意味の能力を測ることができるのは医学部なの
で、だから医学部の教育を良くしてもらわないと
困る。そういう論調でした。

別　所　質を上げるためにはAccreditation（認証）
という手立てが一番有効だろうと彼らは思い、入
れてきたということですね。

福　島　そうでないと世界の医学部は動かないと
思ったみたいです。

別　所　ただ言っただけではだめだということで
すね。それで、FAIMER と WFME と WHO の
3 者が話し合い、この宣言を出してきた。その背
景には医学部の乱立状態があったということです
ね。それは後付けの理由のようにも思えますが。

福　島　そうではなくて、医学部の数が増えて、数
が増えれば医師の質が落ちるというのは、アメ
リカは痛いほど経験しているんです。それこそ
1910 年の Flexner’s　Report ではないですけれ

ど、アメリカは自由の国だから勝手に医学部をた
くさん作れたわけです。それで医師の数が増え
た結果として「悪医が良医を駆逐する」という形
になったので、カーネギー財団がお金を出して
Flexner に全ての医学部の訪問調査をさせる。そ
ういうことで、結局 3分の 1はぶっつぶしちゃっ
たんです。という形で医学教育の質保証をする。
そこがあるものですから、内部だけではだめで、
外からの評価を含めた上で医学部の教育を担保し
ていかないといけない。しかも、しなかったら「悪
医が良医を駆逐する」という経験をアメリカはし
ているので、それですんなりとAccreditation と
いう形になっていくのだろうと思います。

奈　良　Flexner’s　Report を受けて、質の保証
されていない医学校は淘汰されていきました。そ
して、その後 1942 年に、アメリカ医学校協会
（AAMC）とアメリカ医師会（WMA）の共同出
資 で Liaison Committee on Medical Education 
（LCME）というアメリカの医学教育評価機関が
設置され、医学部教育を評価して教育の質を保証
するシステムが確立されています。

　　カリブ海諸国の医学教育事情は知りませんが、
似たような島国での医学としてサモアの医学校を
WHOからの依頼で評価に行きました。そこでの
教育は、アメリカの会社が作成したコンテンツを

【資料 2】ＷＦＭＥから認証を受けている団体（最新版）（WFMEホームページ資料より）
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使った eラーニングが中心でした。
　　e ラーニングの内容はすごく良くできており、
我々が講義で教えているよりコンパクトで分かり
やすいものもあったほどです。しかし、学生に聞
いてみると、eラーニングも良いけれども、やは
り生身の先生から教えてもらいたいと、当然の要
求でした。カリブ海諸国も同じような環境だと想
像しますが、ECFMGが懸念したカリブ海諸国の
医学校での教育には、このような問題があった
ものと思います。知識を得ることは e- ラーニン
グでできるかもしれませんが、医師に必要な技能
や態度の教育をしっかり担保してほしいというの
が、ECFMG、WFMEの要求にはあると考えます。

別　所　医学教育の分野別評価が生まれてきた背景
を詳しく伺いましたが、そもそも「国際認証」と
は何かということについて確認しておきたいと思
います。当初は、「英語で医学教育をやることな
のか」といった質問を受けたこともありましたが、
その辺を説明していただけますか。

福　島　WFMEとかWHOは、最初は自分たちが
認証しようと思っていたんです。ところが、彼ら
は考えを変えました。理由は、それぞれの国には
それぞれの医療ニーズがある。それぞれの資源が
ある。だから、世界のレベルで 1つの国の医学部
を質保証するという考え方は間違いであると思っ
たみたいです。世界のレベルでそれぞれの国に認
証団体がある。その認証団体は、それぞれの国の
事情に合わせて、国民のニーズに合わせて医学教
育をきちんとする。そういう形で認証していくこ
とが必要だという考え方になるのですが、実は、
その骨子がEdinburgh 宣言に書いてあるんです。

　　お手元の資料（『医学振興』第 79 号）の私の
「巻頭言」の 3頁の 1）～ 12）というのが、実は
Edinburgh 宣言なんです。Edinburgh 宣言で強調
していることを幾つか挙げると、一番最初に「医
学部は、病院だけでなく、地域の健康資源を含め
医学教育の場の多様性を図る」と書いてあります。
2番目に「利用可能な資源を使って、その国の健
康課題に沿ったカリキュラムを策定する」、3番
目は飛ばして、4番目は「知識を覚えるだけでな
く、医師としての職責や社会的価値を身に付ける
ためのカリキュラムと評価方法を確立する」と書
いてあって、少し飛ばして 9番目は「教育担当省
（文部科学省）や健康担当省（厚生労働省）、さら

には地方自治体と協働し、医学部の使命の再定義、
カリキュラムの改定、教育改善を行う」。その国
に必要な医師を養成しなさいという形が骨子なん
です。

　　ですから、これは国際認証ではなくて、医学部
というのは、その国、その地域に存在して、その国、
その地域での使命を果たすカリキュラムを実行し
て、プロダクトとしてその使命に沿った医師を育
てているから、その国、その地域の医療に貢献し
ているという考え方が、もともとあるわけです。
そうすると、国際団体があなたの大学を認証しま
すという考えではなくて、ちゃんとした認証をし
てくださいということを国際機関は各国にお願い
します。そうすると各国が認証団体を作って、今
Edinburgh 宣言で読み上げたようなことをやって
いますかということは、その国でなければわから
ない。それが大事なことなので、確かに ECFMG
は、質の悪い外国の卒業生を受け入れたくないと
いう気持ちはあるのでしょうけれど、本当の意味
は、その国、その地域の医療ニーズに合った医師
を育てるというのが、Edinburgh 宣言の精神だと
思います。

別　所　「国際認証」というのは「いわゆる」とい
うのを頭に付けなければいけないわけですね。実
質的には国内の認証というべきですね。

別所　正美氏
埼玉医科大学学長、

日本医学教育評価機構副理事長
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奈　 良　WFME は「 自 分 た ち は Accreditation 
body ではない」と明言しています。要するに評
価機関を認定する機関だと。平たく言うと、自動
車の運転免許を取得するには、自動車学校が評価
を行っていますね。その自動車学校を公安委員会
が認定します。同じような構造といえます。

別　所　はじめは、いろいろ誤解もあったようです。
寺　野　アメリカなどは、1920 年か 30 年だと思う
んですけれど、ドーンと減らしたんですね。だけ
どカリブ海諸国の方は削れなかったんですか。

福　島　アメリカは 1910 年から 1930 年ぐらいの
間でつぶれちゃったわけですけれど、カリブ海
諸国の方は新興国で、たぶん 1980 年以降に増え
てきたんだと思います。増えてきて、卒業生が
ECFMGで医師免許を取りに来たので、どうしよ
うと、アメリカとしてそこから始まるわけです。

寺　野　日本が 1970 年ぐらいに医学部を倍にしまし
たよね。それは特に問題にならなかったのですか。

福　島　日本の医学部の定員数の話をすると、第
二次世界大戦が悪くて、昭和 20 年の医学部の入
学定員は 1 万人を超えていたんです。それは軍
医養成のためです。それを、クロフォード・Ｆ・
サムス大佐がやってきて 2,800 人にするわけで
す。サムスは 1920 年のワシントン州立大学の出
なんです。しかも、彼は公衆衛生が専門だから、

Flexner の改革を学生時代に全部見ているんだと
思います。昭和 20 年にサムスがやってきて、そ
れと同じことをしたんです。それで定員を 1万人
から 2,800 人に減らすという形にするんです。

　　ところが、2,800 人が適切だったかというと、
そうではなくて、そのあと当時の文部省は 4,000
人ぐらいまで持っていくんです。だけれど、結局
足りないんです。なぜかというと、日本は医療制
度として国民皆保険を目指そうとする。戦後、一
時期医師が増えますよね。この増えたのは開業医
として地方に分散していくんです。そして国民
皆保険ができる状態が出来上がってくるのが昭和
36 年だったと思います。国民皆保険の一番大事
なことは、「いつでも・どこでも・誰でも、同じクォ
リティーのものを同じプライス」でということだ
から、開業医が全国に散らばらないと国民皆保険
は導入できなかった。戦前から戦後にかけて医学
部生がたくさん出ていくというのは、そこに影響
があって、その条件を作ったんです。それが昭和
36 年です。そうすると、開業医が、おらが村に
1軒しかない。これの後継者問題が出てくるのが
いつかというと、それが昭和 45 年です。そこで、
日本が国民皆保険を守るためにどうしても医学部
の増設が必要であった。そういう事情を皆さんあ
まりご存じない。最初は秋田大学医学部ですけれ

（エジンバラ）宣言概要

1．医学部は、病院だけでなく、地域の健康資源を含め医学教育の場の多様性を図る。

2．利用可能な資源を使って、その国の健康課題に沿ったカリキュラムを策定する。

3．受動的学習から能動的学習や自己主導的学習に移行し、学生が生涯学習能力を獲得できるようにする。

4．知識を覚えるだけでなく、医師としての職責や社会的価値を身に付けるためのカリキュラムと評価方法を確立
する。

5．教員に、自身の専門知識を有するだけでなく、教育者としての能力を開発する。

6．健康増進や予防医学を求める患者のマネージメントも学習目標として設定する。

7．病院や地域での患者の健康問題を解決するために、基礎医学の教育と臨床実践の教育を統合する。

8．入学者選抜にあたっては、知的能力や学力だけでなく、人間としての質（非認知的能力）も選抜基準に含める。
 
9．教育担当省（文部科学省）や健康担当省（厚生労働省）、さらには地方自治体と協働し、医学部の使命の再定義、
カリキュラムの改定、教育改善を行う。

 
10．その国が必要とする医師の能力と数を入学選抜指針に加える。
 
11．多職種と医療実践、教育、研究する機会を増やす。
 
12．生涯学習のための資源を提供し、医師の生涯学習に関与する。

【資料 3】エジンバラ宣言（医療振興第 79 号巻頭言より）
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ど、その後すぐに私立が 3 校できるという話に
なって、そのあとに田中角栄元首相の「1県 1 医
大構想」という流れになってきて、実際に 1県 1
医大ができたから悪医が良医を駆逐したのではな
いわけです。日本の国民皆保険という制度を守る
ための医師数と、急性期医療が 1970 年代以降に
急に伸びましたよね。そうすると病院に医師がど
うしても必要だという状況にマッチしたので、医
師余りには当然ならないし、悪医が良医を駆逐も
しない。

寺　野　その点は国際的に批判されることはなかっ
たのですか。

福　島　それはないですね。なぜかというと、日本
から流出しないからです。

【JACMEの設立について】

別　所　分野別評価が生まれた背景などについては
このぐらいにして、次に、JACME設立に至った
経緯などを簡単に振り返っておきたいと思いま
す。皮切りに、私からお話しさせていただきます。

　　分野別評価の問題が浮上してきたのは、福島
先生のお話にありましたように 2010 年 9 月の
ECFMGの通告が発端ですが、この通告を受け、
AJMCの中に奈良先生を委員長とする「医学教育
質保証検討委員会」ができました。そして、平成
23 年 5 月の AJMC総会のときに、当時、文部科
学省の医学教育課長だった新木さんから、AJMC
が中心になってECFMGからの通告に対応するこ
とへの期待が述べられ、評価を行う組織はAJMC
を中心に立ち上げることが確認されました。以降、
毎年の理事会、総会で議論が重ねられ、文部科学
省、厚生労働省とも協議した結果、平成 26 年 5
月の AJMC の総会で JACME の設立に向けて具
体的な検討に入ることが決定しました。私は、平
成 24 年から 26 年まで AJMC 会長をしていた関
係で、JACME設立準備委員長を仰せつかり、関
係機関とご相談させていただき、JACMEの設立
に至りました。

　　JACME立ち上げまでの具体的な諸手続きにつ
いては、服部局長、関係した先生方からご説明い
ただければと思います。

服　部　JACMEの立ち上げ手続きにつきましては、
別所先生がお話しされたとおり、平成 26 年 12 月、

AJMCで日本医学教育評価機構設立準備委員会の
設置が決定されました。翌平成 27 年 3 月から本
格的な検討が始まりまして、まず基本原則である
定款案と、関連規則案が検討されました。続いて、
組織構成、定員計画、入会金、年会費などの諸経
費、設立時社員候補者と役員候補者、委員会と委
員長候補者などが検討され、さらに設立までの手
順などを確認しました。これらの JACME立ち上
げ計画案が平成27年11月のAJMC理事会で審議・
承認され、ようやく12月1日付けで法務局に登記、
設立の運びとなりました。

　　手続きでは特に、JACME立ち上げに加えて全
医学部の参加がWFME認証の必要要件になって
いたため、AJMCの承認のほかに、平成 27 年度
の国立大学医学部長会議、全国公立医科歯科大学
長・事務局長会議、そして私立医科大学協会の理
事会 ･総会において、それぞれ JACME設立に加
えて、医学部の参加についても審議・承認され、
設立にこぎ着けました。

別　所　JACMEがWFMEから認証されるには条
件がいろいろあると思いますが、奈良先生、それ
についてご説明いただけますか。

奈　良　WFMEに認証されるには 2つの要件があ
ります。1つは、政府あるいは医学部長会議によっ
てオーソライズされること。JACME の場合は、

寺野　彰 氏
獨協学園理事長、

日本私立医科大学協会会長
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文部科学省ならびにAJMCによってサポートさ
れていますので、問題ないことになります。　

　　もう 1つは、国際基準を使って評価することで
す。では国際基準とは何かですが、そもそもが
ECFMG の通告ではアメリカの LCME基準とし
ていますが、実はアメリカの国内基準です。グロー
バルスタンダードとしてはWFMEの基準があり
ます。WFME基準は 2003 年に初めて作られて、
2010 年、さらに 2017 年と、3 回現在改訂されて
います。JACMEはWFMEの基準を使っている
ことから、WFMEの 2つの要件に適合しており、
申請して審査の後に認証を受けたわけです。

別　所　国立、私立、公立、全て同意を得るという
のは、なかなか大変だったと思うのですが。

服　部　特に公立大学は、参加医学部数は少ないの
ですが、事務的なパイプがなかったものですから、
当時、AJMCの会長であった大阪市立大学医学部
長の荒川先生にご尽力いただき、承認にこぎつけ
ました。私立医科大学協会は寺野会長にお骨折り
いただきました。

寺　野　そうでしたかね。（笑）
別　所　法人の基本法である定款については、どん
な点に創意工夫されたのでしょうか。

服　部　定款の作成にあたっては、とかく法律や規
則というのは難しい言葉と言い回しになりがちで

すけれども、誰もが理解しやすいように簡潔で平
易な言葉で作るようにしました。

　　設立準備委員会では、設置目的や会員の取扱い
についてかなり時間をかけて検討していただきま
した。設置目的については、国公私立大学のそれ
ぞれの使命を踏まえた内容にするとともに、医学
科の様々な分野を踏まえたものにしています。会
員については医学部等の名称にも対応しています
し、医師の育成を支援する団体についても、日本
医師会、日本医学会連合、日本医学教育学会と明
確にしています。

友　田　JACME立ち上げに関連してですが、大学
基準協会 (JUAA：Japan University Accreditation 
Association）が機関別認証を 7年ごとに実施され
ています。この認証においても自己点検・自己評
価が行われ、一部教育、研究等で重なる部分が出
てきます。その状況の中で、別途医学教育に特化
した分野別評価・認証ができましたので、当時、
多くの大学で混乱が生じたと聞いています。また
JUAAの評価は、関係者だけで資料を基にして報
告書を作り、審査を受けたわけです。分野別認証
は、学生・教職員全員の総意の下で審査が行われ
るところに大きな違いがあります。また、審査領
域が重なるところがあるものですから、この両者
の認証をできるだけ重複しない形で今後実施され

2015.12.01

ECFMG WFME

2010  ’11   ’12   ’13 ’14   ’15   ’16   ’17 ’18 ’19 

【資料 4】医学教育分野別評価制度の確立と進捗（JACME資料より）



座談会 令和元年 5月 23 日

19

ることを希望します。
寺　野　最初に私が申し上げたのは、その点だった
んです。何となく屋上屋を重ねるというか、そう
いう形になるのではないかということを心配した
んです。実際これを通さないと留学できないわけ
ですから、それは 1つの条件で、これはやむを得
ないだろうと。どういうようにして今まであった
組織との差を作るのかということは、1つの問題
ではあったんです。それはそれで良いのかどうか
先生のお考えはどうですか。

奈　良　学校教育法の改定で、すべての大学は大学
機関別認証評価を受けることが義務づけられてい
ます。認証評価機関には、大学基準協会、大学改
革支援・学位授与機構、日本高等教育評価機構
の 3団体あり、いずれかによって大学全体として
の評価を受けることになっています。一方では、
JACMEは医学教育プログラムに特化した分野別
評価を行います。この意味で認証評価と医学教育
評価の目的は若干異なりますが、それでも評価に
重複があり、両者を受審するには医学部にとって
負担があります。そこで、なるべく負担を減らす
意味で、JACME は認証評価機関と協議を重ね、
大学基準協会と大学改革支援・学位授与機構は、
医学部の評価については JACMEの評価を尊重し
て採用する方向で合意が進みつつあります。

　　認証評価はほとんどの大学が 3 巡目を受ける
ことになりますが、3 巡目からは内部質保証を
重視するとのことで、医学部の評価については
JACMEの評価を採用することで各医学部の負担
は多少なりとも軽減できることになります。

寺　野　全くその通りなので、私が最初に言ったの
もそこがあるんです。大学として負担がすごく増
えるという印象が強くて、それはまずいんじゃな
いのということであったんです。今のような話を
聞くと、文部科学省の中のこの部分は JACMEが
やるということを明確にしておく必要がある。こ
れは国際性という問題と違うのかもしれないけれ
ど、それが国際性に通じるようなものとして、文
部科学省ともよく話して、オーバーラップして大
学あるいは病院に余計な負担をかけないようにす
ることがすごく大事だと思います。

奈　良　「評価疲れ」という言葉がときに聞かれま
すね。

寺　野　その辺は、ここはうちの領域だ、というの

を明確に出した方が良いんじゃないでしょうか。
奈　良　評価にかかる負担が少なく、それでいて成
果のあることが重要だと思います。

服　部　日本高等教育評価機構は、我々の要望を誤
解しているように感じました。

別　所　JACME を立ち上げる前に、奈良先生は、
既存の認証団体に行って、分野別評価もやっても
らえないか、依頼をされたと、うかがいましたが。

奈　良　既存の評価機関、たとえば認証評価機関に
医学教育分野別評価を依頼する手はありました。
しかし、先ほども申したように、大学全体を評価
する機関別評価と、医学教育に特化した評価は目
的に差があり、独自に分野別評価機関を設置する
ことの方が現実的だと考えました。実際、アメリ
カでも医学教育分野別評価と、大学機関評価は別
システムで実施されています。

　　とはいえ、まったく経験したことのない制度を
立ち上げるのは困難を伴いました。そこで、既存
の評価機関を訪問し、評価の在り方を学ぶ必要が
ありました。

　　平成 23 年 11 月に AJMC に医学教育質保証検
討委員会を設置し、評価の在り方から検討を開始
しました。

　　先ほど申し上げた 3つの認証評価団体へ、福島
先生と文部科学省担当者らと寒い雨の中を行って

友田　幸一 氏
関西医科大学学長
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きました。評価においては、自己点検評価が前提
となり、自己点検評価を外部評価で確認するとい
う基本は同じですから、そういったノウハウを認
証評価機関から教わりました。

　　また、医療系という特殊事情を考慮し、当時医
療系で唯一分野別評価が行われていた薬学教育評
価機構にも相談に行きました。薬学部は以前の 4
年制教育を 6年制教育に変更するにあたり、6年
経ったときに評価して教育の質を保証するという
約束がありました。渋谷の日本薬学会長井記念館
にある薬学教育評価機構を福島先生と訪れ、薬学
教育評価の方法、基準、評価員養成等を教わりま
した。

　　一方で、海外で医学教育評価は、アメリカ、イ
ギリス、韓国などでは 2000 年よりも前から行わ
れています。実際に医学教育の評価がどのよう
に行われているのかを見分するのは有意義です。
そこで、文部科学省の大学改革推進事業（Good 
Practice；GP 大学教育改革の優れた取組み）に
より、平成24年度から28年度の5年で、アメリカ、
イギリス、韓国、台湾など海外諸国の医学教育評
価を視察調査しました。韓国ではオブザーバーと
して実地調査団に同行し、医学教育評価の在り方
をつぶさに体験しました。

　　また、平成 24 年に東京女子医科大学で行われ

た国際外部評価も大変参考になりました。その折
は 2003 年のWFMEの基準が用いられ、現在の
基準とはやや異なります。それでも、WFMEの
西太平洋地区支部のメンバーから外部評価を受け
たことは有意義でした。外部評価団には、オース
トラリア、韓国、マレーシア、アメリカの評価員
が参加しましたが、日本からは私も参加し、計 5
人で東京女子医科大学の評価を実施しました。評
価の場にいますと、どのように評価が行われるの
か身をもって体験でき、とても参考になりました。

　　以上の経過を経て、評価基準、評価法、評価員
選出、認定等の策定を検討し、まずは GPを担当
していた 6つの連携校でトライアルとしての評価
を実施することになりました。GP の実施には、
東京医科歯科大学が責任校になって、東京大学、
千葉大学、新潟大学、東京慈恵会医科大学、東京
女子医科大学の 6校が参加しました。

　　まず平成 25 年 2 月に新潟大学がトライアル評
価を受けました。そのあと東京医科歯科大学、東
京慈恵会医科大学、千葉大学、東京大学と順次
評価を受けました。連携校の東京女子医科大学
についてはすでに国際外部評価を受けており、
JACMEが正式に評価を始めてから受審すること
になりました。

　　GP連携校の他にも合計して 18校がトライアル

2019 3 23

GP 18
WFME 26

27
https://www.jacme.or.jp/pdf/jacme_web_licensebanner_link.pdf

【資料 5】2019 年 3 月 23 日現在の評価状況（JACME資料より）
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としての評価を受けました。その過程で評価にお
ける問題点が洗い出され、ブラッシュアップして
より完成度の高い評価システムが構築されました。

　　平成 28 年にはWFME の認定を受けるべく、
評価法等を記載した申請書を提出し、書類審査を
受けた後で評価チームの視察を受けました。そし
てWFME 委員会での審議を経て、平成 29 年 3
月 18 日に JACMEが国際的に通用する評価組織
であるとの認定を受けることができました。認定
期間は 10 年間です。WFMEから JACMEが認定
を受けたことで、平成 29 年 4 月からは医学教育
評価を正式に実施する運びとなりました。

　　医学教育分野別評価の内容について紹介させて
いただきます。評価にあたっては、まず基準が
重要になります。先ほど申しましたように、世
界的に認められた国際基準を用いる必要があり、
WFMEのグローバルスタンダードを用いること
にしました。ただ、英語で書かれた基準は、いく
らこなれた日本語に訳しても解釈に困難を伴いま
す。そこで、トライアル評価の期間に、基準のブ
ラッシュアップを心掛けました。

　　評価で重要なことは、平準化です。すなわち、
評価員によって判定が異なっては困ります。その
意味では評価員の選出が重要になります。評価員
は主として医学部長経験者、教務委員長経験者、
医学教育専門家などにお願いし、ワークショップ
形式での研修会を受講していただき、評価の行い
方に精通してもらいました。その上で、トライア
ル評価に参加していただき、On the Job Training 
（OJT）で評価員を養成していきました。
　　評価員は、医学部から提出された自己点検評価
報告書を精査した後、実地調査に参加します。実
地調査は 5日間とタイトなので、評価員の先生方
には大変ですが、皆さん協力していただいていま
す。評価員に実地調査についてのアンケートをと
ると、5日間拘束されるのは、非常にきついですが、
他の医学部を評価することによって、自分たちの
教育にも振り返ることもできるし、全国レベルで
医学教育の向上につながることに意義を感じると
いう意見がほとんどです。それこそが JACMEの
所期の目的ですから、それは達成できているかな
と思います。

　　このように、国内外の医学教育評価のあり方を
学び、トライアル評価を通じて、現在の JACME

の医学教育評価につながることができました。
ECFMG 通告後、AJMC での質保証検討委員会
の協議、そして平成 24 年～ 28 年度の GP事業は
JACME事業の構築に大きく貢献したわけです。

別　所　ありがとうございます。話が先まで進みま
したが、GPについて、もう少しお話いただきた
いと思います。奈良先生が主任研究者を務められ
ていた大学改革推進支援事業というのは 5年間で
すね。ここでいろいろなノウハウが蓄積されて、
現在 JACME が行っている評価モデルができあ
がったということですね。

奈　良　正式実施が始まってから「しまった」では
済まされないですから、トライアルの期間にブ
ラッシュアップできたことは、すごく大きかった
と思います。

別　所　最初に評価を受けた新潟大学や東京医科歯
科大学では、準備が大変だったんじゃないですか。

奈　良　現在でも医学教育評価を受けるための準備
にほぼ 1年以上かかりますので、ましてや先例が
ないときに受審した医学部は相当に大変だったと
思います。

別　所　自己点検評価報告書の作成なども全くない
ところからスタートしたわけですよね。

奈　良　東京女子医科大学における国際外部評価が
参考にはなりましたが、基準も異なりますので、

服部　雄幸 氏
日本医学教育評価機構事務局長
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自己点検評価報告書の作成には大変な苦労があっ
たと思います。

別　所　GPに関して福島先生からも何かご発言い
ただけますか。

福　島　あのお金がなければ進まなかった。平成 22
年にECFMGの宣言があって、実際にAJMCの中
に準備委員会ができるには 1年かかるんです。そ
の 1年がどういう状況だったかというと、ほとん
ど新木課長ですけれど、こういうことをしなけれ
ばいけないよねというのと、医学教育は改革され
なければいけないよねという共通意識がありまし
た。そのときにちょうど臨床実習 72週問題と絡み
合わせるという話になって、臨床実習 72週とアメ
リカの免許がどうのこうのというので、これではっ
きり言うと一気に広がった。正しい理解ではない
のですけれど、国際認証とか、質保証という話が
全ての人の耳に届いたのかなと思います。

　　余計な話ですけれど、平成 22 年の特色 GP と
いうのがあって、それに東京女子医科大学は通っ
たんです。その最終的な目的は、実は国際認証な
んです。ところが、この平成 22 年の GP は 2 年
間で資金が打ち切られるんです。GPで途中で資
金が打ち切られたのは、あれが初めてですけれど、
そういう事件に巻き込まれちゃうわけです。東京
女子医科大学は、平成 22、23、24 年に、実は GP

のお金で外国の人を呼んできて、WFMEの基準
で受ける準備をしていて、最後の年のお金が無く
なった。ところが、今度は、国際認証の方の奈良
先生チームの GP が平成 24 年にうまくいく。東
京女子医科大学は協力校ですから、そこで資金が
あって、それでつながった。そういう危ないとこ
ろがありました。

　　あれは英語でやったので、東京女子医科大学は
全部英語にしたんですけれど、結局全部日本語に
し直してくれたので、それを基にしてトライアル
を進めることができたので、そういう意味では東
京女子医科大学にすごく感謝しています。確かに
基準は違うのですが、あれがあったからトライア
ルができたと思います。

　　もう 1つは、新潟大学の医学部長に感謝します。
あの当時の新潟大学の医学部長は髙橋姿先生だっ
たんですけれど、やるのだと決めて、学部あげて
という形でしなければできなかったんです。

　　その次に東京医科歯科大学がやって、次に東京
慈恵会医科大学がやったんですけど、私どもがやっ
たときに一番注意したのは、これが一部の人がやっ
ていることではだめなんだと思ったものですから、
うちもそんなに力はなかったんですけれど、少な
くとも教務委員には必ず役目を持たせるという形
で、領域 1はあなた、領域 2はあなた、というや

!!

9
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JACME
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【資料 6】分野別評価を受けるに当たり（JACME資料より）
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り方で巻き込むというやり方をしました。
別　所　教務委員は何人ぐらいいるんですか。
福　島　うちは 20 人ぐらいいます。領域 9まで全
部振り分けてしまうわけです。そして、あなたが
チーフですと。うちは教務委員会とカリキュラム
委員会は違うので、カリキュラム委員を使ってよ
ろしいという形にして、教務委員会全体でやるみ
たいな、そうしないとやってくれない。

別　所　他の教授たちはどういうふうに関与するん
ですか。

福　島　そこはうちではできませんでした。それを
やったのは東京大学です。東京大学は何と全教授
に、「君、領域 1 ね」、「君、領域 2 ね」と。少な
くとも主任教授は全ての役目を持つということを
やったのは東京大学です。

　　そういう形を作っていって、そういう形でやっ
ているんだよ、ということをトライアルのとき
に言えたことは大きかったと思います。だから
JACMEになってから、教育担当の先生が 1人で
やっていますという大学はないです。医学部長が
前面に立って答えていて、後ろでいろんな係の人
が後詰めをしているというのが討論の場であった
り、そういう意味で、あのトライアルは全学でや
るのだということを示すことができた良い例だっ
たのではないかと思っています。

別　所　話を戻したいと思いますが、JACME
の設立にあたっては、奈良先生が GP （Good 
Practice；大学教育改革の優れた取組み）で得た
経験が大きな役割を果たしたと思います。また、
お金の面でも助けられたとうかがっていますが。

奈　良　はい。トライアル評価にかかる経費は GP
費用で充当することになりました。つまり、現在
の受審料にあたる経費です。ただ、自己点検評価
報告書の作成や宿泊等にかかる実費は受審校にご
負担いただきました。また、東京女子医科大学の
国際外部評価にもGP経費でサポートしました。

別　所　WFMEの評価委員が、東京医科大学を見
にきたときもそうだったんじゃないですか。

奈　良　2016 年秋にWFMEが東京医科大学の実地
調査を視察に来たときは少し事情が複雑になりま
す。WFMEへの申請登録料（6 万ドル）を含む
諸経費は正式実地に向けての準備ということで
GP経費から支出しましたが、それだけでは十分
でなく、当時発足していた JACME も、WFME

視察委員の交通費などの実費を按分しました。
別　所　JACMEが、WFME（世界医学教育連盟）
から分野別評価を行う組織として認めてもらうと
いうプロセスについて､ もう少しお話いいただけ
ればと思います。

奈　良　根回しというわけではありませんが、
WFME に 申 請 す る 前 に、WFME の Stefan 
Lindgren 前 会 長、David Gordon 現 会 長、
ECFMG の Emanuel  Cassimatis 会 長、LCME
の Dan Hunt 代表、FAIMER の John Norcini 代
表、AMEWPR のMichael Field 会長等を日本に
招いてシンポジウムを開催したり、国際学会の際
に直接に会って交渉するなど、事前協議を繰り返
し行いました。いきなり申請書を出してもすぐに
は Yes と言われないかもしれないので、事前に
JCAMEの方針、制度、体制等が正確に伝わるよ
うに入念に交渉しました。

　　2019 年 4 月現在、WFMEに認定されている団
体は世界で 14 ありますが、日本は 7番目に認定
を受けました。AJMC質保証検討委員会、GP事
業を含めても、2011 年にゼロからスタートし、
2017 年に認定されたのは国際的にみて異例の驚
異的なスピードで、アメリカを始め、諸外国も
注目しています。その成功体験を 2019 年 4 月 8
日にWFME総会の基調講演で紹介してきます。

小栗　典明 氏
日本私立医科大学協会事務局長
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WFMEは JACMEの体験を通じて、認定されて
いない国にも拡大することを期待しているようで
す。もちろん、これには文部科学省と全国の医学
部の全面的な協力があってこその成功だと感謝し
ています。

寺　野　最初のころ、その経過をよく知らないまま
に説明を受けていたんです。日本が一番遅れて、
このままだと認定されないということで、大慌て
でやらなければいけないのだという説明を受けた
んです。それを受けないと留学できないのだとい
うことで、確かに日本人の欧米留学数が減ってい
るわけですから、そういうことに変な拍車をかけ
てはというので、これは必要ですねと発言しまし
た。あのときの説明だと、だまされたとは思って
いませんけれど（笑）、日本が最後になりそうな
勢いで説明されたので、これはしょうがないんだ
ろうなと思った訳です。

奈　良　AJMC をはじめとして、全国の先生方の
バックアップのおかげです。それは強調してよい
と思います。

福　島　「2023 年問題」というのがあったので、
2023 年から逆算していったわけです。あの当時
80 医科大学ですから、80 医科大学が 2023 年まで
に 1 回は Accreditation（認証）を受けるといっ
た場合に、いったい何年かかるかと逆算をして

いったんです。
寺　野　それだと説得力ありますよ。あのときは、
そうは理解しなかった。

福　島　あのときにあおったのは、実は臨床実習 72
週問題だと思います。あれは、臨床実習教育が足
りないねという話で、それこそ荒川先生ですよね。
最低 50 週だとおっしゃったのが何年だったか忘
れてしまいましたけれど、文部科学省が実際に臨
床実習を拡張しなければいけないという話になっ
たときに、「臨床実習 50 週はやりましょう」とい
う報告書を出すんですけれど、実はそれが進まな
かったんです。WFMEの基準は、全医学教育プ
ログラムの 3分の 1が臨床実習であるようにとい
う話になると、やはり 70 週近くになっちゃうん
です。そういうところで 50 週も行かないという
ところで、文部科学省の新木課長ですけれど、進
まないということは問題意識として持っていた。
だから、72 週ということとグローバルスタンダー
ドな話が入れ込みになっていって、あおったと
言ったら、あおったんでしょうね。

寺　野　確かにあおられた。
奈　良　その当時を振り返りますと、学会などで、
医学教育評価設立の必要性を話して、「ご協力を
お願いします」と言うと、バラバラと手が上がり、
「臨床実習を重視せよというのは分かるけれど、

【資料 7-1】JACME組織図（JACME資料より）
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それで医師国家試験の成績が悪くなったらどうし
てくれるのか」とか、「国家試験対策など、きれ
い事では済まない」という反対意見が結構ありま
した。

　　臨床実習時間の話しですが、文部科学省の医学
教育カリキュラム検討会が、平成 22 年に「臨床
実習は 50 週は確保すべし」という報告書を出し
ました。ということは、それ以前には臨床実習が
40 週ほどしかないという医学部も結構あったわ
けです。この報告を受けて、各医学部では臨床実
習の充実を検討し始めましたが、そこに降って湧
いたのが、平成22年のECFMGの通告です。当時、
「臨床実習は 72 週確保しないと国際基準に適合し
ない」とささやかれ、いわゆる「72 週問題」と
して脚光を浴びました。もっとも、実際 72 週と
いうのは、カリフォルニアなどの州では、州の医
師免許を取得するのに 72 週の臨床実習を受けて
いることが条件になっており、これが混同された
「72 週問題」が出てきたわけです。つまり、実際
には国際基準というわけではなかったのですが、
現行のWFME基準では、医学教育期間の約1／3、
すなわち日本では約 2年になりますが、を臨床実
習に充てるよう勧告しています。

　　臨床実習では、期間だけでなく、従来の見学型
だけではなく、診療参加型が要求されます。現在
までに 44 校の評価が終わっていますが、最初の
頃と比べ、臨床実習は期間、内容共に確実に改善
されてきています。JACMEの医学教育評価が導
入されたことによってもたらされた恩恵の一つだ
と思います。

寺　野　4年生の終わりに共用試験、5年、6年を基
本的に臨床にするという時から良くなったのだろ
うと思います。ただ、他方において基礎教育が重
要なので、そこに食い込んでくることには問題が
あるだろうと思います。アメリカなどは、4年終
わってから入って、医学部そのものはほとんど臨
床しかやってないわけですよね。その前にほかの
学部を出ているわけだから。

奈　良　アメリカでは医学部に入学する前に他学部
で学士を修得してきており、教養関係の教育はす
でに終わっていると言えます。しかし、学生は基
礎医学の勉強はしてないわけで、当然アメリカで
も基礎医学教育もしっかり行われています。また、
医学部には文化系学部から入学してくる学生もい

るので、基礎医学の教育はないがしろにはされて
いません。ただ、最近の傾向として、アメリカで
は、基礎医学と臨床医学を別々に教育するのでは
なく、1年次から両者を統合して教育を行ってい
ます。例えば循環器系であれば、解剖と機能、疫
学、臨床を統合して教育し、臨床も内科系と外科
系が一緒になって教育されています。

寺　野　日本も、今そうなりつつあるけれども、もっ
と徹底すべきですよね。

奈　良　JACMEの医学教育評価でも統合型教育を
推進しており、実地調査での検討会議で確認し、
必要に応じて助言や示唆で改善を求めています。

【JACMEの事業について】

別　所　JACMEの立ち上げについてはここで一段
落として、次に、JACMEの事業について、お話
をうかがいたいと思います。JACMEの組織や予
算、それから評価基準の改訂などを含めて、現在
の JACMEの活動状況を服部さんからお願いでき
ますか。

服　部　まず「組織」についてですが、基本的な組
織構成につきましては、設立準備委員会で検討し
ていただきました。全国の 80 大学と医師の育成
を支援する団体で構成する社員総会、事業執行に
権限と責任を有する理事会、その理事会の事業執
行を監査する権限を有する監事からなる組織体制
です。また、理事会のもとには委員会があり、評
価事業を担当する総合評価部会と、機構運営を担
当する企画・運営部会です。総合評価部会には、
さらにその下部委員会として、評価委員会、研修
委員会、基準・要項検討委員会、異議審査委員会
が設置されています。企画・運営部会には下部委
員会として、総務・渉外委員会、財務委員会、調
査・解析委員会、広報委員会が設置されています。

　　事務局の機能については、管理運営担当と評価
事業担当の 2つのセクションに区分しており、管
理運営担当は、総務、会計業務、社員総会と理事
会の開催運営と、企画・運営部会とその下部委員
会を担当しています。評価事業担当は、評価に関
する業務、総合評価部会とその下部委員会を担当
しています。

　　次に「予算」についてですが、設立当初は運営
費がなかったので、AJMCからの支援で何とか運
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営をしていました。その後、入会金収入や会費収
入が入ってくるようになりましたが、AJMC支援
の返済を優先したため、再び JACMEの財政が逼
迫してしまい、超緊縮財政で、職員の採用から運
営に必要な設備や消耗品に至るまで、最低限の整
備しかできない時期がありました。設立から 3年
4 ヶ月経過し、現在は予算も順調に伸びて、よう
やく法人としての組織運営ができるようになりま
した。

　　しかし、設立当初の財政逼迫時の影響で、給与
を含む職員の待遇面や事務室の運営面の整備が遅
れていて、今後は積極的な整備を行う必要があり
ます。

　　そして「規則」の整備ですが、JACMEの基本
原則である定款を頂点に体系的に整備してきてお
り、組織関係規則として、会員規則、役員規則、
理事会運営規則等を整備しています。

　　事業の推進に必要な事業関係規則としては、評
価事業基本規則及び実施細則、企画運営基本規則
等を整備しています。

　　また、管理運営関係規則としては、就業規則、
個人情報取扱規則、評価手数料に関する規則等を
整備しています。

　　さらに、事務処理や手続きに必要な規程関係と
しては、経理規程、旅費支給規程、謝金支給規程

等を整備しています。そして、評価事業の推進に
重要な基準として、認定基準があります。これら
の規則等は、規模は小さいですが、大学における
諸規則の整備と同様に、必要に応じて順次整備し
ています。以上が、組織運営関係についての整備
状況です。

別　所　4年の間に充実してきたということですね。
予算的にもまあまあよろしいんですか。

服　部　少しずつですが、運営体制を整えており、何
とか法人としての運営ができるようになりました。

別　所　職員の処遇などについては、これからさら
に整えていかなければいけないということですね。

　　運営する上で大事なのが、適正な評価をするこ
とだと思います。そのためには評価委員の養成も
大きなテーマだと思いますが、奈良先生いかがで
すか。

奈　良　適正な評価を行うには 2つの重要なポイン
トがあります。1つは、評価基準を見直し、受審
される医学部が基準をどう読み解けばよいのか、
分かりやすくすることです。それと、別所先生が
おっしゃったように、評価員の平準化が重要です。
ある評価員は厳しい、他の評価員は判定が甘いと
いうのでは困ります。

　　基準の読み解きについては、受審される医学部
を対照に研修会を開催し、基準の解釈の説明、ま

【資料 7-2】JACMEの組織体制と事務局の機能（JACME資料より）
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た自己点検評価報告書の記載について説明し、理
解を深めてもらっています。

　　また、事務担当者への講習会も開催し、受審に
当たっての準備や段取りを説明する機会も設けて
います。

　　評価者に対しても丸 1日のワークショップ形式
研修会を開催しています。すでにお話ししました
が、評価のあり方や判定について理解してもらっ
ています。また現在では１評価チームは 7名体制
ですが、経験豊かな主査、副主査に、経験者、新
人を入れて、チームの中で屋根瓦形式でOn the 
Job Training (OJT) ができる工夫もしています。

　　このような工夫を通じて、より適正な評価につ
なげています。

別　所　予算も含めて企画・運営部会は福島先生が
担当されていますが、そういった面から見た現状
とか課題があれば。

福　島　設立当初は、私、財務委員長を兼ねている
ので、財務委員長は、理事会にも出られない、こ
わいというふうな（笑）、本当に逼迫した状態で
した。ようやく安定期になったので、それこそ設
備だとか人件費ということを考えられるように
なってきましたので、そういう意味では安心しま
した。数年前は、財務のことをやっていると心細
いというか、これで本当に組織として成り立つだ
ろうかというところでしたけれど、今は安定期と
思っています。

　　私どもは、それこそWFMEとのコネクション
とか交渉の部分の委員会とか、広報の委員会だと
か、あと調査・解析で評価の公平性をどう見るか
みたいな話をやる部会が活動しています。実際に
JACMEとして評価データが出てきましたといっ
ても、2年ぐらいしかないので、調査解析という
ところまでは必ずしも十分にいってないというこ
とです。

　　評価のところで大きな問題は、先ほど「Edinburgh
宣言」を見ていただいたのですけれど、その地
域において必要な人材を供給するというスクール
ミッションがすごく大事になるわけです。あなた
の医学部の使命は何ですか、その使命は地域社会
とどうつながっていますか、さらに国とどうつな
がっていますか、という形になったときに、私立
医科大学だとすると、例えば東京慈恵会医科大学
と岩手医科大学と使命が違いますよね。確実に使

命が違ったら、その使命に対してどうカリキュラ
ムを作りますかという形になったときに、同じカ
リキュラムを作ったとしても、評価が違ってきま
す。というのは、使命があって、カリキュラムがあっ
て、そのカリキュラムを遂行するためのいろんな
条件を評価基準で決めているので。

　　皆さんよく、評価が平準化とか平等だというこ
とをすごく強調されますけれど、私どもが一番強
調したいのは、大学のスクールミッションです。
スクールミッションに沿ってどこまでできていま
すかということなので、スクールミッションが違
えば、当然評価も違ってくるので、そこは是非ご
理解をいただきたいと思います。そうでないと金
太郎飴になってしまう。私どもが求めているのは、
例えば岩手医科大学がもっている社会的責任を果
たすために岩手医科大学は何をしていますか。東
京慈恵会医科大学に社会的責任があるかどうかわ
かりませんが、それがあるとするならば、それを
どういうふうに責任をとっているのかということ
を見ているわけです。それは字面だけ見たら、こ
れで適合で、こっちが部分的適合でおかしいじゃ
ないかと言われるのは、あまりにも表面的すぎま
す。そうではなくて、私どもが見たいと思ってい
るのは、その医学部のスクールミッションであり、
社会的責任であるということは、ご理解いただき
たいと思います。

別　所　金太郎飴のような医学部を作るのが目的で
はないということですね。

寺　野　その点のスクールミッションというのは、
今の日本の医学部・医科大学全体から見て、かな
り難しい評価ですよね。

福　島　「Edinburgh 宣言」が基本にあるので、
「Edinburgh 宣言」をよく読んでみると、医学部
がその国のその地域にあるのだから、これからそ
の地域で求められていく医療ニーズに応える医療
人材を育てていくのがスクールミッションだよ
ね、という考え方です。そのためにローカルガバ
メントと話をしなさい、国と話をしなさい、地域
の医療供給者と話をしなさい、というのが評価基
準になっていますので、そういう意味では、日本
の医学部は考えてなかった部分です。

寺　野　スクールミッションといっても、例えばう
ちの大学なども全国から集まってきているのだけ
れど、卒業したら戻ってしまう。だから、その土
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地におけるスクールミッションを作ったとして
も、その通りにはやってくれないわけです。特に
東京を中心として、そこにみんな出ていくとする
と、スクールミッションの意義というのを、委員
の先生たちが各大学に質問するときに大変なん
じゃないかと思うんです。

福　島　だからこそ「過去・現在・未来」なので、
卒業生の実績を調べなさいというのが評価基準に
載っているんです。というのは、あなたの医学部
は今まで何をしていましたか。その実績がありま
すよね。どういう医師たちを排出しているのか。
それが社会的責任をずっと果たしてきたことです
よね。その中で自分たちは何をミッションにする
のかということを考えなければいけない。そうで
ないと、ミニ東大を作ってどうするのみたいなも
のですから。そうではなくて、今までやってきた
こと、そして自分が関係している地域だとかそう
いったところからのニーズを考えて、そして自分
でスクールミッションを作るわけです。そういう
考え方が必要なのではないか。

寺　野　それは理想として大事だと思いますけれ
ど、今の日本の国家試験システムを見ていると、
それどころではなくて、そういうことを考えない
教育が中心になっている。こういう機関を通して
訂正してやれば良いと思うのでしょうか。

【これから受審する大学に役立つ情報】

別　所　それでは次に、これから受審する大学に役
立つ情報、あるいは JACMEへの要望、質問事項
などといった話に移りたいと思います。

　　それでは友田先生に、ご質問、あるいはご意見
などあればお伺いしたいと思います。

友　田　これから受審するにあたって、今まで受け
られた大学等の情報も参考にしておりますが、本
学においては、今年、受審することによって、大
学の今までの古い体質やしきたりと言ったものを、
これを変える良い機会になると思います。本学も
昨年 90周年を迎えましたが、年輩の教員の先生方
も定年を迎えられ、教授が入れ替わる時期と重な
り良い機会に受審するなと思っております。

　　それから、全教員に徹底するのはなかなか難し
いと思うのですけれど、先ほど福島先生が言われ
たように、本学は、全教授に 9つの領域の何か 1
つの責任を持たせるということをやっています。
また全体の研修会を受審までに 4、5 回開き、そ
のうち最低 2回は出席が必須にして徹底していま
す。まだ最初ですので徹底されていない状況です。

　　それと、カリキュラムの水平垂直統合を実現で
きなかったのは、講座間の壁があったからで、こ
れを機会に一気に統合の方向で実行することがで

【資料 8】自己点検評価書作成における注意事項（JACME資料より）
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きてきています。すでに 1年生、それから 2年生
も変えて行きますので、非常に良い点と言えるか
と思います。

　　あとお尋ねしたいことは、各大学の評価に対す
る回答、指導の内容は、公表されているのでしょ
うか。いくつか拝見しますと次に受審する大学の
非常に参考になりますので。

奈　良　ホームページに評価報告書は公開されてい
ます。

友　田　そうすると、これから実施される大学も見
えるわけですね。

奈　良　社会的透明性を保つためにも、受審校によ
る自己点検評価報告書と、JACME評価委員会に
よる評価報告書がセットになって載せられますか
ら、参考になると思います。

別　所　JACMEのホームページを見れば、それが
わかるということですね。

寺　野　『医学振興』の中でそういう欄を作って、
みんなに知らしめるべきですよ。

友　田　おそらく関係している人は見ているのだろ
うと思います。失礼しました。

　　それから、国家試験対策と認証を受けるための
カリキュラムについて、特に私立医科大学は成績
不振な学生や、留年生もいます。近年、国家試験
対策として予備校が関与しているところも多いか
と思います。本学でも 2年前から成績下位の学生
に導入するようになりました。このような状況を
自己点検評価報告書に記載する必要があるかをお
尋ねします。JACMEとしては、正規の授業の他
にこのような特別授業をどのように評価されるの
でしょうか。また、協力いただいている予備校自
体の評価のようなものも受審時に問われるので
しょうか。

　　いわゆるJACMEの認証は、教育の質保証と標準
的な内容を評価されると思うのですけれど、学生
は、良い学生から悪い学生までいますので、レベル
によってカリキュラムを分けてそれぞれ行っている
ことはこれから受審するときに、どういうふうに処
理していけば良いのかもお聞きしたいです。

福　島　領域 4で「学生」という領域があります。
学生の領域で大事にしているのが学生支援です。
学生支援には 2つ項目があって、1つは、学生が
もっている学習上の問題をサポートするシステム
をもってなければいけませんと書いてあります。

まさに国家試験に落ちる問題です。もう 1つは、
個人的なメンタルなものです。「学習支援」と「学
生支援」と呼んでいるのですけれど、国家試験に
受からなければ何もならないのだから、国家試験
に対して学習支援をしているということは、学生
をサポートするという意味では当然必要なことと
いうことで、大学としてそう考えてやっていると
書いていただければ、十分それで良いのではない
でしょうか。

友　田　それが本学の教員ではなくて、例えば予備
校の講師であっても。

福　島　どういう資源をどう使うかは、大学自身の
自律性なので、あっちの方が上手だというのだっ
たら、それはそれで、そういう資源をこう判断し
たから、こう使っているというのは、まさにオー
トノミーなので、それはそのままでよろしいん
じゃないですか。予備校の講師を使うとはけしか
らんとか 、そんなことは一言も言わないわけです。

　　そういうふうになってくると、6年生で学習の
困難さを抱えている人たちに対して、あなたの大
学は、例えば 2年生の解剖生理・生化学での学習
支援はどうしていますかとか、臨床の科目を勉強
するときに、基礎を振り返るようなカリキュラム
にしておいた方が良いかもしれないみたいな、そ
ういうようなディスカッションになっていくと思
います。

友　田　よくわかりました。もう一つ、学年によっ
て多数の留年生がいる場合に、その理由や原因ま
でも受審時の評価においてしっかり説明する必要
があるかと思いますが、そういうところはどのよ
うに対応するのがよろしいですか。

福　島　全国のストレート合格率は、AJMCの調査
で現在 83％です。例えばカリキュラム上の問題
があってストレート卒業率が悪い。特に解剖・生
理・生化学のところが問題だというのなら、それ
に問題意識をお持ちですよね、どう考えています
かと。要は、自分で問題を見つけたから、自分で
解決するという形なので、それはこれからどうい
うふうにお考えですかというふうに、私が評価者
だとするならば伺うと思います。それと、例えば
何とかの科目でやたら落ちるといったときに、そ
れをどういうふうに大学としては考えて、どう改
善しようとするのか。むしろ、これで良いんだと
いう判断をするのか。それはまさに大学の自治に



日本私立医科大学協会　医学振興　第 88 号 座談会

30

関わる問題になります。
友　田　すでに受審された大学から聞いたことです
が、あまりに留年生をたくさん出していると評価
が悪くなるかもしれない。

福　島　試験問題が難しすぎて、やたら解剖で落と
すといったときに、その解剖の教育の内容を、大
学としてどういうふうにコントロールしています
かということを伺うのであって、大学が、2年生
が終わるまでにこういう能力を持っていなければ
いけないと考えているのだということだったら、
そういうカリキュラムをお作りになっているんで
すね、という形になるので、2年生の留年率が何
パーセントだからアウトだとか、そういう話では
ないです。

奈　良　その通りです。留年者が多いから医学教育
が劣るとか、逆に留年率が低いから良い教育だと
は言えません。むしろ留年率が高い場合の対応が
問題です。留年生が多い理由としては 3つ考えら
れます。1つは、教員の教え方が悪い。それから、
試験そのものが難しすぎるか、学生に求める能力
以上の問題。一方では学生が勉強しておらず、実
力がない。

福　島　あとモチベーションですね。
奈　良　留年生が多い場合には、何らかの原因があ
るはずです。留年生が多いとしたら、その原因を

探求し、対策を取っていくことこそが重要になり
ます。JACMEでは、そのような対策が練られて
いるか、評価の際には確認しています。

　　もし教員の教え方に問題があるとしたら、FDな
どで教育技法を見直していく。試験問題については、
出題者ではない他の先生が相互チェックし、難易度
や試験そのものの信頼性、妥当性を検証していく。
学生側の問題に対しては、十分な学生支援を行って
モチベーションを高める。こうした対応状況が取ら
れているかをJACMEは確認し、必要に応じて助言
や示唆の形で改善を勧告しています。

友　田　よくわかりました。
寺　野　日本の留年とか、その点は国際的に見てど
うなんですか。現実には結局 99％が医師になっ
ているんだけど。医学部に入学はしたけれど医師
になれないということは国際的な現状はどうなん
ですか。

奈　良　フランスですと、医師養成を目指すコース
に約 5万人が入学しますが、そのうちで医学部専
門課程に進級できるのは 7,500 人そこそこです。
医学部に進めない者は、他の医療系学部などに移
らざるを得ず、それだけ入学後に学生は懸命に勉
強しています。オランダでも、高等教育はボロー
ニャプロセスに則っており、途中でドロップアウ
トする学生が多数います。ヨーロッパでは、「入

JACME

:

【資料 9】実地調査（JACME資料より）
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学はむしろやさしいが、卒業するのが難しい」と
よく言われています。

寺　野　日本の今の状況が本当に良いのかどうか、
国際的に判断してもらわないと。

奈　良　日本とヨーロッパのどちらのシステムが良
いかは難しい問題だと思います。

福　島　フランスの場合には、もともとそういう計
画なんです。たくさん入れて、たくさん捨てて残
していく。そういうカリキュラムですし、こっち
でこぼれたのは向こうへ行ってちょうだいみたい
なことになっていますよね。

　　ちゃんと入れて、ちゃんと出すのがイギリスだ
と思うんです。イギリスの場合には、定員で入っ
てきて、それを全部出そうとしますけど、途中で
どうにもならないと、イギリスの場合は単科とい
うよりは総合大学なので、医学部に入りましたが、
バイオメディカルサイエンスのコースに行ってく
ださいみたいな形で逃がしちゃいます。だから、
入れた人が全部医師になるとは、イギリスも思っ
てない。

別　所　文化の違いですかね。
福　島　むしろ大学の制度です。100 人入れたら
100 人出すんだという医学部教育のしきたりに
なってしまっているので。

別　所　日本はそうですね。入った人は全員が出な
いといけない、というわけですからね。

寺　野　その辺の国際性というのはないんですかね。
奈　良　日本の場合には、医学生に医師として適性
がないからといってすぐに他に転向する仕組みが
ないですね。バックアップ体制さえしっかりすれ
ば、医師の適性がないと判断された学生は早い段
階で他職種に転向できれば良いのですが。なかな
か難しいですね。

友　田　もう 1つだけ。予備校の話で申し訳ないで
すが。近年入試予備校、また国家試験に落ちた学
生の対策予備校など新しい医学専門予備校が増え
てきています。受験生にとっては朗報かもしれま
せんが、国はこのような予備校の認可や内容評価
をどのようにしているのか何かご存知でしたら教
えてください。

福　島　平成 27 年の国家試験改善検討委員会報告
に明確に書いてあるのは、医学部が教えることは、
知識と技能だけではない。患者安全という視点で
医師として適性のある人を育て上げる責任は国家

試験にはない。あるのは医学部だ、と書いてある
んです。それはそうです。国家試験は単に暗記も
のですから。国家試験を受けさせる資格を与える
のは誰かというと、医学部なんです。ということ
は、この学生は国家試験を受けて良い、なぜかと
いうと、人間としての素養も成長しているし、知
識も国家が保証してくれれば医者にして良いよ
と、それを判断するのが医学部であって、それが
医学部の社会的責任であり、国民に対する責任だ、
と書いてあるんです。

　　あと、90％というのは妥当性がないですよ。職
業に就く者の倫理だとか制度を育てるのが高等教
育の仕事だという考え方は、世界的ですよね。頭
だけ良ければ医師にしていいのか。そんな大学は
日本からなくなれ。もしそういう大学があるの
だったら、医学部ではなくて殺人兵器製造工場だ
（笑）、という話は世界的に流れている。それを受
けて、平成 27 年の医師国家試験改善検討部会報
告にもそれが書かれたんだと思います。そういう
意味で、国家試験を受けさせるに足る人間を育て
るという意識を、私たち医学部は持たなければい
けない。

友　田　それが、いわゆる卒業の保証ということで
すね。

福　島　その子がきちんと伸びていくときに、予備
校を使おうと誰を使おうと良いんだと思います。
この入学生が良い卒業生になっていくのに、資源
はいろいろ使えば良い。あれ使っちゃだめだ、こ
れ使っちゃだめだ、はないと思うんです。それこ
そ人格も良い、もうちょっとテストの点数を良く
したいといったら、予備校の先生を大学に招き入
れて何が悪いんだという話になると思います。

別　所　JACME は、「おたくの大学は合格率が低
いからだめです」というような判定を下すわけで
はない、ということですね。留年率が高いから悪
い教育をしている、低いから良い教育をしている
といった評価をするところではない。

福　島　はい。
奈　良　医学教育の評価基準は、各医学部のもつ
ミッションなり、定めた学修成果を如何に確実に
履行して然るべき卒業生を輩出しているかに力点
が置かれています。つまり、卒業時点で学生が何
を身につけているか、そのためにしっかりした教
育が行われているかが重視されます。国家試験は
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その後の話になりますので、国家試験合格率だけ
を JACMEが問題にすることはありません。もち
ろん、医学教育そのものに問題があって、そのた
めに学生が国家試験に合格できないようなことが
あれば、それは評価の対象にはなりますが。

　　話は変わりますが、評価は「適合」、「部分的適
合」、「不適合」といった評定が基準毎に公開され
ます。単純に計算すると、適合率が医学部毎に算
出できます。JACMEの目的は医学教育の質向上
にあり、適合率が高いから良い医学部だ、適合率
が低い医学部が劣っているなどとの優劣は決して
つけていません。ところが巷の噂によると、医学
部進学予備校が適合率から医学部のランキングに
使おうという不穏な動きがあるようです。これか
らの課題として、この評価がパーセントで実際出
るわけですよね。そうすると予備校がランキング
化に使うような動きがあるらしいです。評価報告
書を公開する目的は、個々の医学部の優れた点を
伸ばすと共に、足らざる点を改善してもらうこと
にあります。これらはいずれも他の医学部にとっ
ても、参考になるはずです。JACMEが意図した
ことと違った方向で評価が捉えられているとすれ
ば、正確な発信に努めると共に、公開のあり方も
考え直さないといけないかなと危機感を感じてい
ます。

福　島　WFMEの基準は項目しか書いてないんで
す。例えば「学生支援」と書いてあったら、何を、
どのように、どこまでやっているか、ということ
を決めているわけではなんです。JACMEが行う
外部評価というのは何に対してかというと、自己
点検に対する外部評価です。現実にこういう努力
をしていて、こういう問題点があって、こういう
改善をしようとしていますということに対して、
「良いですね」とか、「この視点は」ということで
あって、この問題が解けたら何点で、この問題が
解けたら何点でという評価ではないということ
を、予備校にも知っていてもらわなければいけな
いし、ランキングする人たちにも知ってもらわな
ければいけない。あくまでもピアレビューであっ
て、同じ血と汗と涙を流している人たちが、お互
いがお互いに成長し合うためのピアレビューであ
りビアサポートです。それが JACMEがやろうと
していることであって、点数化することではない
ということは、多くの人に知っていただきたいと
思います。

別　所　目的化してはいけないということですね。
奈　良　そうです。改善のためのサポートです。
福　島　その改善をこう考えたらいかがですかと助
言できるのは、同じ血と汗と涙を流した人だけで
す。よくこういう評価に患者団体を入れなさい、

OBE

e-learning
Active Learning PBL TBL

Work-place based assessment

PDCA
IR

【資料 10】これまでの評価から見て改善していただきたい点（JACME資料より）
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市民を入れなさいみたいな話が出てくるのですけ
れど、私は個人的な意見として反対です。同じ血
と汗と涙を流した人でなければわからないことを
やるのが、ピアサポートです。

【おわりに】

別　所　まだまだ話し足りない点があると思います
が、時間も迫ってまいりましたので、最後に一言
ずつお願いします。

寺　野　今日のお話を聞かせていただいて、今ま
で誤解していたところがあるなと思いました。
JACMEの存在そのものが日本の医学をインター
ナショナルにする形の組織だと考えていたのです
けれど、必ずしもそうでもなくて、日本独自の医
療にかなり関与してこられるというので、最初の
私の認識とだいぶ違っていました。それはそれと
して、日本人に問題点として昔から言われている
のが、国際的視野の欠如とまではいかないけれど
も、足りない部分があるということで、国際的な
機関から、日本の医療を国際性を持ったものにせ
よという要請に応じたものかなと思っていました。

　　今の日本の医療は、確かにどんどん内容が拡大
していくにつれて、外国へ留学する余裕もないと
いうことで、昔と比べたら、医師の数が増えてい
るのにもかかわらず留学生が減っているし、関心
がかなり低くなっている。それはもちろん、アメ
リカやヨーロッパに行かなくても、インターネッ
トを通じてでも何でも国際的な医療の知識は入る
のだけれども、それとはまた違った国際性が医師
に要求されていると思うんです。

　　問題として、極端に言ったら、国家試験を何で
英語にしないのか、ぐらいに思っていたんです。
具体的には英語ですが、語学教育が真剣に日本で
なされているかどうか。つまり、国際教育という
観点から見て、非常に欠けていると思う。私たち
が 40 年前に考えていたときの方が真剣だったよ
うな気がします。日本の国家試験にさえ合格すれ
ば良いという矮小化された考え方になってきてい
るのではないかと思うのです。この辺を JACME
はどういうふうに今後考えていくのかということ
が、1つの私の関心事です。

　　最近できた大学が 2 つばかりありますけれど
も、その 1 つは、この点をかなり批判していま

す。日本の医療機関は国際性が低いのではない
か。じゃ我々がやるというふうなことを最初に言
われたけれど、実際そう簡単にできるものではな
い。だけど、そういうふうな批判をされる隙は日
本の医療にはあると思います。その辺を国際性と
いう観点から JACMEも育ててほしいと考えてい
ます。

　　そういうことを考えていきますと、皆さんが
JACMEを通して、大変なご努力をされているし、
各大学も、初めは反発するのではないかと思った
のですけれど、協力してくれていると思います。
世界的視野、国際性というものを重点的なもの
として考えていただかないと、日本の医師の数は
増えるけれども、外国への興味を持っているよう
な医師は相対的には激減する。国家試験さえ受か
れば良いという医師が増えてきているということ
が、私には寂しくも思われるし、日本の医療のあ
る意味危機かなという感じがしているので、ぜひ
JACMEの方で、その辺の視点からも頑張っても
らいたいと思います。

友　田　これから受審を受ける立場として、奈良先
生、福島先生がいつもおっしゃっているように、
他の大学のコピーではないのだということは良く
理解できるのですが、認証を受けるためには、ど
うしてもよく似てくるんですよね。先ほどおっ
しゃったスクールミッション、地域性とか、独自
性をもっと出して欲しいとのことですが、どう
しても受ける側は標準に合わせてしまう傾向があ
るように感じます。来年 6月に受審しますが、本
学の特色が前面に出せるよう努力したいと思いま
す。本日は有り難うございました。

福　島　分野別の教育の質保証は世界的な流れで
す。しかも日本の中でも職業職大学ができてし
まうではないですか。職業職大学は分野別の教育
の質保証はルーティンになるんです。今その動
きが専門学校にも流れているので、OT・PT と
いうような専門学校は、平成 32 年 4 月から分野
別の質保証を受けないといけないというカリキュ
ラム改訂になっているんです。それこそ一般社
団法人日本技術者教育認定機構（JABEE：Japan 
Accreditation Board for Engineering Education）
はもうやっているわけです。そういう意味では、
分野別の質保証をするというのは止められない。
逆に言うと、分野別の質保証でこれをするから、
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機関別でこれをするということをもうちょっと鮮
明化する。機関別というのは組織のプラットホー
ムだから、プラットホームのオペレーションがど
ういうようになっていますかということをやるの
だし、分野別というのは、どれだけのアウトカム
を作って職業人を出していったのかというところ
に特化していく。そういう形が早く出てこなけれ
ばいけない。

　　今まで JUAA（大学基準協会）もそうでしたけ
れど、ごった煮でやっていたんです。ごった煮で
やっていたのを、どんどん切り離そうと今やって
いるわけなので、もし切り離すのだったら、国民
に対して、分野別というのが、そういう職業をや
る人を作っていくという責任を大学が持っていく
という意味で大事になってくるし、その区分けを
JACMEも JUAAなり何なりに働きかけていく活
動が、これからもっと重要になっていくのだろう
と思います。

奈　良　評価と聞くと、大変だし、もし低い評定点
を受けたらどうしようか、と誰しも考えたくなり
ます。JACMEが行っていることは、決して序列
化のための点数化ではありません。100 点満点中
80 点なければいけないとか、60 点ではだめだと
か、そういうことは決して言いません。医学部の
教育に足りないところは足してほしい、伸ばすと
ころは伸ばしてほしい。そのスタンスで行ってい
ます。

　　JACMEはこれまでトライアル評価を含め、44
校評価し、27 校の認定を行っています。受審さ
れた大学からは、医学教育に対する意見なり感想
をフィードバックしていただいています。その
中には、ポジティブな意見とネガティブな意見
が当然あります。ネガティブな意見としては、時
間がかかる、経費がかさむ、人的資源が裂かれる
など、当然とも思えるようなものです。そういっ
たネガティブな点を見越しても、評価を受けるこ
とによって、自学の医学教育を本当に振り返る良
いキッカケになった、普段はあまり交流のない他
の講座教員と話ができた、学生や研修医の生の声
を聞けた、など、自学の医学教育の改善に貢献で
きたというポジティブな意見が数多く聞かれまし
た。例えば、国際基準の示す統合教育は、良いと
は思っていても、旧来の講座の壁で実現できな
かった。それが JACME の評価を受けることに

よって、全教員が国際的な流れだということを認
識して統合教育の推進に積極的になれたという意
見がありました。受審後の意見では、医学教育改
善に大きく役立ったというものが大半でした。

　　JACMEによる医学教育評価は、ネガティブな
点を凌駕するだけの実りは必ずあると思います。
是非今後ともご協力をお願いします。

服　部　全く違った視点からですが課題というか気
になる点があります。最近、一般の人たちからの
問い合わせが急に増えています。「認定取消」を
行った際には、主にマスコミからの問い合わせで
したが、その内容も「医学教育分野別評価とは何
ぞや」とか、「どのような意義があるのか」とい
うものでしたが、昨年 12 月以降、受験生や新入
学予定者、在学生保護者などの問い合わせが急に
増えました。いずれも、将来外国に留学すること
を考えているけれども、受験予定の大学は認定リ
ストに入ってない。認定されなかったのかとか、
この大学に入っても将来留学できないのかとか、
一度取り消された大学は二度と認定されないの
か、というものです。また、保護者からは、「親
戚の息子が入っている大学は認定されているけれ
ども、うちの息子が入っている大学は認定されて
いないので、うちの息子がかわいそうだ」という
ものです。JACMEの認知度が徐々に上がってい
ますが、一般の認識が、医学教育質保証という目
的から違う方向に向いているのではないかと危惧
しています。

小　栗　私は、皆さんが苦労されて JACME を立
ち上げるときから設立と将来の運営に関わる会
議に出させていただいて来ておりました。例え
ば JACME による医学教育評価を福島先生の在
籍される東京慈恵会医科大学が受審された時に
は、初めての私立の医科大学における分野別評価
受審だったこともあり、加盟大学は注視しており
ました。結果として、評価が高かったことと資料
編を別に作られて対応されたことが高評価の一因
であったと伝わると、加盟大学からすぐ問い合わ
せの連絡が多く行った訳です。皆さん集中して何
とか良いものを作成したいという努力をなされて
おりました。今日、随分認知度も高まっておりま
すし、私どもは、JACMEが何をなさっているの
かというのが、やっとわかってきたのではないの
かなという気がしております。JACMEは医学教
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育の質の保証を行う団体であり、その認証は国際
認証ではなくて国内認証だということ。それがま
ず第一番であって、ピアサポートされている。目
的達成のための JACMEであるというのが、私も
やっとわかってきたような気がいたします。ただ、
大学の関係者でも、社会一般でも、まだ JACME
のことをご存じない方が多いので、服部局長と相
談して、皆さんの了解のもとに JACMEから出し
て良い資料を 1万 3,000 部を発行し、全国会議員、
関係省庁の課長職以上の方、全国の図書館、国公
私立大学、出版社にも送っております日本私立医
科大学協会の広報誌『医学振興』に紹介させてい
ただき、認知度を高めていただきたいと思ってお
ります。

　　福島先生が執筆された広報誌『医学振興』第 79
号の「巻頭言」も勉強になると思います。また、
日本は医学部の数が世界で 7位でしかない。全世
界で 2,600 ある医学部の内のわずか 82校ですけれ
ども、それしかないということは、医学関係者以
外はあまりご存じないのかも知れない。そういう

こともわかっていただきたいと思っています。そ
れでも日本は世界有数の医学教育レベルなので、
そこに至るまでの皆さん方のご努力も社会的に理
解していただきたいと思っています。JACMEの
今からというものは、すごく大きいものだと思っ
ておりますので、私共も協力して応援したいと
思っていますし、こういう記事を出せることは幸
せだと思っております。

別　所　「JACME の現状と課題」というテーマの
座談会は、私立医科大学協会では初めてのこと
で、今日は有意義な意見交換ができたと思います。
JACMEによる分野別評価受審を機会に、各大学
では建学の理念を踏まえて、教育の質の更なる改
善に取り組んでいただきたいと思います。

　　どうもありがとうございました。（了）

JACME（Japan Accreditation Council for Medical Education）；一般社団法人日本医学教育評価機構
WFME（World Federation for Medical Education）；世界医学教育連盟
ECFMG（Educational Commission for Foreign Medical Graduates）；アメリカにおける臨床研修を
希望するアメリカおよびカナダ以外の医学校にて教育を受けた医師に対して、アメリカでの研修資格
を認定する非営利団体
文部科学省GP（Good Practice）；文部科学省大学教育改革の優れた取組み
AJMC（Association of Japan Medical Colleges）; 一般社団法人全国医学部長病院長会議
LCME（Liaison Committee on Medical Education）；アメリカ医科大学協会医学教育連絡会議
WHO（World Health Organization）；世界保健機関
Edinburgh 宣言；エジンバラ宣言
FAIMER（Foundation for Advancement of International Medical Education and Research）；国際
医学教育研究推進機構
AMEWPR（Association for Medical Education in the Western Pacifi c Region）；西太平洋地区医学
教育連盟
WMA（World Medical Association）；世界医師会
USMLE（United States Medical Licensing Examination）；アメリカ医師国家試験
JUAA（Japan University Accreditation Association）；公益財団法人大学基準協会
JABEE（Japan Accreditation Board for Engineering Education）；一般社団法人日本技術者教育認定
機構

＜主な用語＞

一般社団法人日本医学教育評価機構ホームページ
https://www.jacme.or.jp/
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学校法人における監事機能の強化について

     学校法人獨協学園　監事
     公認会計士
     
     　岡　原　宏　一　氏

　近年の少子化等に伴い、困難な経営状況に直面す
る学校法人が増加するなど、私立学校全体が厳しい
競争環境にさらされている。このような状況に対処
し、様々な課題に対して学校法人が主体的、機動的
に対応していくための体制強化を行うため、私立学
校法（昭和 24 年法律第 270 号）が平成 16 年に改
正され、管理運営制度が改善された。
　その際の改正事項として、理事会が機関として規
定されたことなどいくつかの項目が挙げられるが、
監事の監査内容の見直し、監査報告書の作成の義務
付けなど、監事の業務・役割を強化したこともその
一つに挙げられる。
　他方、平成 30年 7月に発覚した文部科学省の幹部
職員が大学の入学者選抜に関わって大学から便宜を
受けていたとされる事件を契機に、入学者選抜にお
ける不適切な事案が明らかになったことは記憶に新
しいところである。本件の内部調査委員会による調
査報告書によると、本件不正行為の原因の一つとし
て、「大学におけるガバナンス体制の機能不全」が挙
げられており、再発防止策として、「内部監査の拡充」
や「監事による監査の拡充」等が挙げられている。
　平成 16 年の私立学校法の制度改正にもかかわら
ず、依然として制度が想定している機能を十分には
活用できているとは言えない状況も見られる。学校
法人制度の根幹である理事会・評議員会・監事制度
については、まずは本来期待されているそれぞれの
役割が十分に果たされるよう、その機能の活性化を
図ることが望まれている。

してみる。学校法人の監査について、私立学校法で
は監事が監査報告書を作成し理事会及び評議員会に
提出する旨を、また、私立学校振興助成法では所轄
庁に届ける財務計算に関する書類に監査人の監査報
告書を添付する旨を規定している。 
　また、法令で規定されている以外にも自主的に内
部監査室を設置し、内部監査を実施している学校法
人もある。
（1）監事監査
　監事の職務は、学校法人の業務及び学校法人の財
産の状況を監査すること、並びに学校法人の業務又
は財産の状況について毎会計年度、監査報告書を作
成し、当該会計年度終了後 2月以内に理事会及び評
議員会に提出することとされている。
　したがって、監事は業務監査と財産監査の両方を
行わなければならない。 
業務監査の対象としては、経営面のみに限定されず、
教学的な面についても監査の対象となり、適法性の
観点だけにとどまらず、学校法人の運営上明らかに
妥当ではないと判断される場合には、監事は指摘す
ることができるとされている。
（2）公認会計士監査
　経常的経費について補助金の交付を受ける学校法
人は、学校法人会計基準（昭和 46 年文部省令第 18 
号）に従い、会計処理を行い、貸借対照表、収支計
算書その他の財務計算に関する書類を作成し公認会
計士の監査報告書を添付して所轄庁に届け出なけれ
ばならないものとされている。
（3）内部監査
　法律では定められていないが、学校法人によって
は内部監査部門を設置し、教職員が理事長の指揮に
従って学校の業務監査及び会計監査を行っている場
合がある。 
　内部監査とは、学校法人の各組織が「ルール通り」　まず、ここで現在の学校法人の監査の概要を確認

はじめに1

学校法人の監査の概要2
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機能していることを検証する機能である。すなわち、
不正・誤謬を排除するように設計された業務手順が、
その実務執行部門において、理解され遵守されてい
ることを確認することである。 
　内部監査は、規定どおり実務が運用されず、不正・
誤謬の排除が有効に行われていない状況を把握した
ときには、理事者に対して、各部署への改善勧告を
行うことを進言する。 
　また、内部監査は、現状の規定では十分に機能し
ない可能性が検出された場合には、規定の改正を理
事者に進言することが期待されている。

　次に私が監事をしている獨協学園の監査体制につ
いて概括する。獨協学園は獨協医科大学、獨協大学、
姫路獨協大学の 3つの大学及び 2つの中学・高等学
校からなり、その中の獨協医科大学は附属施設とし
て 3つの病院と 2つの看護専門学校を有しており、
法人全体の事業活動収入は 1,052 億円（平成 29年度）
と学校法人としては大きな規模の法人である。
　獨協学園では、監事、内部監査室、公認会計士に
よる、いわゆる三様監査を行っている。
　常勤監事は、元銀行員であり元法人本部事務局長
である。非常勤監事のうち 1名は元法人内の病院長
であり、もう 1名は公認会計士である。
　監事監査規則、監事監査内規に基づいて、監事は
寺野　彰理事長に一年の監査計画を提出し、理事長
から学内にその旨を周知徹底していただいている。
監事は監査の実施後、理事長にすみやかにその報告
を行っている。また監事は、理事会（年に 7回程度
開催）の前に監事会を開き、三監事の間で意見交換
を行っている。
　なお監事と内部監査室は、同じ部屋におり、情報
交換がしやすく連携が密である。監事は年度初めと
年度末の年 2回開催される内部監査会議に出席し、
内部監査計画及び内部監査報告書の策定状況等につ
いて視察している。この内部監査室は平成 18 年度
に設置された。これは私立大学の中では比較的早い
方であろう。内部監査室は、医大、大学、中高の教員、
職員、医師等各学校からの代表を集めて、十数名の
内部監査チームを編成し、自分の所属する学校以外
の学校へ、4～ 5名で内部監査を行っている。その
結果は年に 1度理事会で報告することとしている。
　さらに、監事、内部監査室、公認会計士の合同で
の打ち合わせが年 2～ 3回行われる。そこでは、お

互いの監査実施状況や今後の監査テーマについて話
し合われる。
　また監事は、公認会計士と同室で監査を行う場合
もあり、その際に監事は公認会計士の監査状況を視
察している。

　学校法人の監査体制について、協会内の 29 の学
校へのアンケートの結果によると、「内部監査室等
の監査部門は設置されていますか」という質問に対
し、いると答えた学校は 26 校で、いない（今後の
設置の予定なし）と答えた学校は3校であった。また、
監事の人数と勤務形態についての質問では、非常勤
の監事がいる学校は 29 校すべてであったが、常勤
の監事がいる学校は 12 校にとどまった。（平成 29
年度経理事務研究会第 1委員会研究課題集計結果）

日本私立医科大学協会のアンケート結果4

（1）平成 29 年 8 月、文部科学省の大学設置・学校
法人審議会学校法人分科会の下に、学校法人制度改
善検討小委員会が設置された。この小委員会では、
今後の学校法人におけるガバナンスの改善・強化等
についての検討がされ、平成 31 年 1 月に「学校法
人制度の改善方策について」（以下、「改善方策」）
としてその提言がまとめられた。
　この「改善方策」では
　1．学校法人の自律的なガバナンスの改善・強化
　2．学校法人の情報公開の推進
　3．学校法人の経営の強化
　4．学校法人の破綻処理手続の明確化
について提言されている。
　本稿では「１．学校法人の自律的なガバナンスの
改善・強化」のうち主として監事に係る提言につい
て解説する。
（2）学校法人制度の見直しの方向性として「改善方
策」では「理事会・監事・評議員会について、本来
期待されているそれぞれの役割が十分に果たされる
よう、その機能の活性化を図るとともに、各機関の
権限と責任を一致させることが必要である。その上
で、他法人制度に係る改革の状況や考え方も参考と
しながら、各機能の強化や情報公開の推進により、
透明性あるガバナンスが担保されるよう、役員の責
任の明確化や監事機能の実質化等の改善を図ってい
くことが必要である。」と提言されている。

学校法人制度の今後の改善方策5

学校法人獨協学園の監査体制3
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・学校法人委員会研究報告第 17 号「学校法人の
監査人と監事の連携のあり方等について」　平成
22 年 1 月 13 日、日本公認会計士協会

参考文献

（3）役員の責任の明確化として「改善方策」では以
下のように提言している。
①善管注意義務
　私立学校法上、理事及び監事の善管注意義務につ
いて規定した条文はないが、解釈上、理事及び監事
と学校法人は、民法上の委任（民法第 643 条）又は
準委任（民法第 656 条）の関係に立ち、私立学校法
上の明文の規定はなくても、民法第 644 条又は第 
656 条の規定により、善管注意義務を負うと考えら
れている。 
　一般財団法人、一般社団法人及び社会福祉法人に
おいては、「法人と役員…との関係は、委任に関す
る規定に従う。」と規定され、理事及び監事が善管
注意義務を負うことが明確化されているので、私立
学校法においても同様の規定を置くべきである。
②理事及び監事の法人や第三者に対する損害賠償責任
　私立学校法上、理事及び監事の損害賠償責任につ
いて規定した条文はないが、理事及び監事が善管注
意義務に違反した場合には、学校法人に対し、債
務不履行に基づく損害賠償責任を負い（民法第 415 
条）、理事及び監事が第三者に損害を与えた場合に
は、当該第三者に対し、不法行為に基づく損害賠償
責任を負うこととなる（民法第 709 条）。 
　一般財団法人、一般社団法人及び社会福祉法人に
おいては、さらに、理事及び監事について法人に対
する任務懈怠によって生じた損害を賠償する責任や
その職務を行うについて悪意又は重大な過失があっ
たときは、これによって第三者に生じた損害を賠償
する責任を負うこととしているため、私立学校法に
おいても同様の規定を置くことが考えられる。なお、
その際、責任が加重となり、高額の賠償責任を負担
することを恐れて経営判断が萎縮することがないよ
う、理事及び監事の法人に対する損害賠償責任の減
免の規定を整備すべきである。
（4）監事機能の実質化として「改善方策」では以下
のように提言している。
①理事の行為の差止請求
　一般財団法人、一般社団法人及び社会福祉法人に
おいては、監事に理事の違法行為等差止請求権を付
与しており、私立学校法においても同様の規定を置
くべきである。当該規定により、監事は、当該請求
権に基づき、理事に対し、著しい損害が生ずるおそ
れがあるときは違法行為等を差し止めることを請求
でき、理事が従わない場合には、最終手段として裁
判所に法的手続（仮処分命令）を申し立てることが
できるようにすべきである。

　上記学校法人制度改善検討小委員会による「学校
法人制度の改善方策について」は、今後私立学校法
改正の際の基礎となることが予想される。この提言
のうちいくつかは実際に法制度化されるであろう。
そのためこの提言は学校法人における監事機能を考
える上で、非常に重要な提言である。近い将来の私
立学校法の改正により、監事のガバナンス機能の一
層の強化が期待される。

今後の私立学校法の改正6

②理事の監事への報告義務
　一般財団法人、一般社団法人及び社会福祉法人にお
いては、理事は、法人に著しい損害を及ぼすおそれの
ある事実があることを発見したときは、当該事実を監
事に報告しなければならないとしており、私立学校法
においても同様の規定を新たに置くべきである。
③監事の職務対象の明確化
　監事の職務対象としては、学校法人の業務及び財
産の状況の監査が明文化されているが、監事の監査
対象である「理事の業務執行」が明文化されていな
いことから、その旨を明確化すべきである。
　また、監事の職務対象として規定されている「学
校法人の業務」は、財務面に限定されるものではな
く、学校法人の業務の中心である教学面から捉えた
学校の運営も含まれるものである。個々の教育研究
内容に立ち入ることは適当ではないが、例えば、学部・
学科の改組や学生・生徒の募集計画、自己点検評価
サイクルの稼働状況等、法人経営の重要な要素とな
る教学的な面については、各法人において、監事監
査の対象として明確に位置づけることが求められる。
④監事の理事会招集請求権
　一般財団法人、一般社団法人及び社会福祉法人に
おいては、理事が不正行為をしている場合等に、監
事の理事に対する理事会招集請求権を認めており、
私立学校法においても、理事会において法人の自主
性に基づく自律的な改善を目指す観点から、理事長
に対して理事会招集請求できるように新たに規定す
べきである。



施設紹介 令和元年 5月 23 日

39

施
設
紹
介

　医科大学が果たす役割・使命は、医療の中核的病院としての地域社会の要請、医療技術の進

歩等に伴い、社会的重要性は一層高まりつつある。なかでも、高度医療機関かつ医育機関として、

充実した機能を備えた大学施設等が、新時代を担うものとして強く望まれている。本誌では、新・

増築された協会加盟各大学施設を順次紹介している。

東京慈恵会医科大学
大学附属病院北棟（N棟）竣工

　本院外来棟の老朽化に伴い、新外来棟の建築を中
心とした西新橋キャンパス再整備計画が進捗中で
す。新外来棟は旧大学本館を取り壊した跡地に建築
中で、今年の 10 月末に竣工予定です。新外来棟の
向かい側には、東京都から借用した土地に、医局や
講堂などが入る 2号館が 2017 年 6 月に竣工しまし
た。2号館に隣接して、小児・周産期センター（仮称）
や新橋健診センターが入る北棟が 2018 年 11 月に竣
工し、2階の新橋健診センターは、2019 年 1 月 5 日
にオープンしました。新橋健診センターには、検査
部門（画像診断・生理機能）と共に、内視鏡検査室
を増設し、女性専用待合や乳腺超音波検査室などを
新設しました。また、中央待合型の待合室を設け、
受診者にとってわかりやすく居心地のいい空間を提
供しています。
　北棟では東京都が進める政策的医療のうち、小
児医療・周産期医療とそれらに伴う救急医療が行
われます。1階には、小児系外来・周産期外来を配

置し、中待合は感染患者の動線が交わらないように
配慮しました。3階には、28 床の産科病棟、6床の
MFICU、分娩室 3 室、陣痛室 6 室が配置されてお
り、道路上空通路を経由し、中央棟手術部門に直結
しています。4階には、小児病棟 20 床、NICU12 床、
GCU24 床、PICU8 床が入り、3 階同様、道路上空
通路を経由して中央棟手術部門に直結し、また、救
急搬送エレベーターの至近に NICU、GCU、PICU
を配置しています。5階は 45 床の小児病棟の他、プ
レイルームやリハビリ室、院内学級室、3つのデイ
コーナーを備え、豊かなアメニティの中で小児医療
を提供します。
　なお、1階、3～ 5階は現在建築中の新外来棟（仮
称）とともに、2020 年 1 月に一斉開院いたします。

外観

新橋健診センター

NICU
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岩手医科大学
やはばなかよし保育園開園

　平成 31 年 2 月 1 日、岩手医科大学は内閣府の企
業主導型保育事業制度を活用し、矢巾（やはば）キャ
ンパスに「やはばなかよし保育園」を開園しました。
岩手医科大学ではキャンパス・附属病院の新築移転
を伴う総合移転整備計画を進めており、当保育園の
建設はその一環として新附属病院の敷地内に整備し
たものです。
　当保育園は環境にやさしい木質系素材をふんだん
に使用しており、大きな窓からはたくさんの光が入
り込むため、明るく木の温かみを感じる園舎となっ
ています。また、保育室からは新附属病院の威容と
ドクターヘリの発着を望むことができ、子どもたち
が将来医療人になる夢を持ちつつ成長していくこと
も期待されます。
　新附属病院は「患者さんにやさしく、思いやりの
ある病院」のコンセプトのもと、病院を利用される
方々の利便性に配慮した設計となっています。当保
育園はその関連施設として、認可保育園と同等の利
用料金・保育サービスを提供し、本学で働くスタッ
フが安心して子育てと仕事を両立できる環境を目指
しています。

【施設の概要】
名　　称：岩手医科大学やはばなかよし保育園
定　　員：一般保育 101 名、病児保育 10 名
構　　造：鉄骨造（一部木造）、地上 1階建て
建築面積：937.46㎡

【施設の特徴】
・子どもたちがのびのびと温かみのある空間で過ご
すことができるよう木質系素材をふんだんに使用

・屋内での遊びやイベントの時に全員が集まること
ができる広い遊戯室・ホールを整備

・保育室相互の間は間仕切り壁を設けず見通しの良
い保育空間を確保

・感染にも配慮し、通常の保育室とは出入口・保育
室を分離した病児保育エリアを整備

・玄関はインターホン形式でセキュリティも安心

保育園入口

保育園外観

遊戯室・ホール
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昭和大学
昭和大学上條記念館（平成 31年 4月完成）

　2019 年 5 月、昭和大学創立 90 周年記念事業の一
環で建設した「昭和大学上條記念館」が、旗の台キャ
ンパス内（東京都品川区）に新たな昭和大学の顔と
してオープンしました。
　上條記念館は、旗の台キャンパスにある他施設と
調和しつつ、特徴的な建物のフォルムとなっており、
温かい落ち着き感、かつ洗練された雰囲気を併せも
つ施設です。
　昭和大学上條記念館は、旗の台駅（東急池上線・
大井町線）から徒歩 7分、西小山駅（東京メトロ南
北線・都営三田線直通東急目黒線）から徒歩約 12
分の中原街道沿いに建つ地下 2階地上 5階の耐震建
築で、延べ床面積は約 9700㎡。館内の施設には、講
堂「上條ホール」（641 席）、大会議室「赤松」（312 席）、
中会議室「芍薬（しゃくやく）」「山百合」（各 63 席）、
バンケットルーム「冨士桜」（400 人規模）、小会議
室他の各室に加えて、催事収録システムでのサテラ
イト同時放送設備を整備しています。大学の講堂と
しての機能はもとより、各種学会やコンベンション
の開催や一般の方にもご利用いただけます。
　また、「上條記念ミュージアム」を上條記念館内
に置き、本学の創設から各学部・各付属施設ならび
に各附属病院の歴史的な変遷や、創立者・上條秀介
博士縁の貴重な史料および学校法人昭和大学の発展

上條記念館外観

的活動と社会貢献
等の展示を予定し
ています。オープ
ン後、企画展示も
定期的に行ってい
きます。
　教育・研究の発
展ならびに学術、
文化を発信する施
設として、旗の台
地区のランドマー
クとなり今後の昭
和大学および地域
の発展に貢献しま
す。 上條記念ミュージアム

上條ホール
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《役職者の人事》
◎医学部長
　佐々木真理 （新任）
◎医学部副学部長
　滝川康裕（新任）
　古山和道（新任）
◎附属病院長
　小笠原邦昭（再任）
◎医歯薬総合研究所長
　平　英一（新任）
◎いわて東北メディカル・メガバ
　ンク機構長
　佐々木真理（再任）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
《教授の人事》
◎産婦人科学講座
　馬場　長
　平成 30 年 10 月 1 日付
◎内科学講座血液腫瘍内科分野
　伊藤薫樹
◎内科学講座神経内科・老年科分
　野
　前田哲也
◎統合基礎講座衛生学公衆衛生学
　講座
　丹野高三
　以上、 平成 31 年 4 月 1 日付
《事務局の人事》
◎事務局長
　高橋　真

岩手医科大学

日本医科大学

《役員》
◎常務理事
　弦間昭彦（再任）
　平成 30 年 10 月 1 日付
　鈴木秀典（新任）
　平成 31 年 4 月 1 日付
《人事》
◎大学院医学研究科長
　森田明夫（新任）
◎基礎科学主任
　野村俊明（再任）
◎大学院教授
　金涌佳雅（法医学分野）
◎教授
　藤崎弘士（物理学）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
◎特任教授
　松山琴音
　米田　稔
　Deshpande Gautam
　南　　砂
　以上、平成 30 年 10 月 1 日付

　山木邦比古
　貝瀬　満
　宗像一雄
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
◎腎クリニック所長
　平間章郎（再任）
　平成 31 年 2 月 1 日付
◎呼吸ケアクリニック所長
　日野光紀（新任）
　平成 31 年 4 月 1 日付

《法人役員》
◎理事就任
　額田　均（新任）
　平成 31 年 3 月 22 日付
《役職者人事》
◎副学長就任
　田中芳夫（新任・現薬学部長）
　平成 31 年 2 月 1 日付
《教授人事》
◎教授就任
  榊原雅裕（外科学講座乳腺内分
　泌外科学分野）
　平成 30 年 11 月 1 日付
　上芝　元（内科学講座糖尿病・
　代謝・内分泌学分野）
　狩野　修（内科学講座神経内科
　学分野）
　岸　一馬（内科学講座呼吸器内
　科学分野）

東邦大学

　平成 31 年 4 月 1 日付
《名誉教授の称号授与》
◎医学教育学講座医学教育学分野
　佐藤洋一
◎放射線医学講座
　江原　茂
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
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　常喜信彦（腎臓学講座）
　内藤篤彦（生理学講座細胞生理
　学分野）
　本多　満（総合診療・救急医学
　講座）
  渡邉　学（外科学講座一般・消
　化器外科学分野）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
◎教授退任
　岩崎泰雄（脳神経外科学講座）
　草地信也（外科学講座一般・消
　化器外科学分野）
　柴　輝男（内科学講座糖尿病・
　代謝・内分泌学分野）
　高波眞佐治（泌尿器科学講座）
　高松　研（生理学講座細胞生理
　学分野）
　舘野昭彦（小児科学講座）
　土谷一晃（整形外科学講座）
　中野弘一（教育・研究支援セン
　ター）
　長谷弘記（腎臓学講座）
　本間　栄（内科学講座呼吸器内
　科学分野）
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付
◎学校法人東邦大学特別客員教授
　称号授与
　竹内　忍
◎学校法人東邦大学名誉フェロー
　称号授与
　和田成史
　以上、平成 31 年 1 月 25 日付
◎東邦大学名誉教授称号授与
　草地信也
　高波眞佐治
　高松　研
　舘野昭彦
　土谷一晃
　中野弘一
　長谷弘記
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付

東京女子医科大学

≪法人役員就任≫
◎理事長就任
　岩本絹子
◎理事就任
　丸　義朗
　小川久貴子
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付　
《法人役員退任》
◎理事長退任

東京慈恵会医科大学

《人事異動》
◎教授
　炭山和毅（講座担当教授 /内視
　鏡医学講座）
　山本裕康（昇任 /大学直属）
　以上、平成 30 年 10 月 1 日付
　池田雅人（昇任 / 内科学講座 
　腎臓・高血圧内科）
　平成 31 年 1 月 1 日付
　塚田弘樹（特任教授）
　平成 31 年 3 月 1 日付
　布村明彦（昇任 /精神医学講座）
　近藤一郎（昇任 /麻酔科学講座）
　志賀　剛（昇任 /臨床薬理学講
　座）
　小井戸薫雄（昇任 /内科学講座 
　消化器・肝臓内科）
　西村理明（講座担当教授 /内科
　学講座糖尿病・代謝・内分泌内
　科）
　加藤陽子（昇任 /小児科学講座）
　川目　裕（昇任 /小児科学講座）
　宇都宮一典（臨床専任教授）
　池上雅博（臨床専任教授）
　關根　広（臨床専任教授）
　黒田　徹（臨床専任教授）
　大槻穣治（特任教授）
　長谷川譲（特任教授）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付

　吉岡俊正
◎理事退任
　日沼千尋
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付
《教授就任》
　野中　学（耳鼻咽喉科教授・講
　座主任）
　小川哲也（東医療センター内科
　教授）
　以上、平成 30 年 9 月 27 日付
　中神朋子（糖尿病センター教授）           
　平成 30 年 10 月 25 日付
　近藤光子（呼吸器内科教授）
　平成 30 年 12 月 27 日付
　濱田洋通（八千代医療センター
　小児科教授）
　平成 31 年 2 月 28 日付
　田畑　務（産婦人科教授・講座
　主任）
　平成 31 年 2 月 1 日付
　柳澤直子（微生物学免疫学講座
　教授・講座主任）
　橋本和法（東医療センター産婦
　人科教授）
　塩澤俊一（東医療センター外科
　教授）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
《教授退任》
　伊藤　隆（東洋医学研究所教授）
　平成 31 年 2 月 28 日付
　江崎太一（解剖学・発生生物学
　講座教授・講座主任）
　八木淳二（微生物学免疫学講座
　教授・講座主任）
　川名正敏（総合診療科教授）
　成高義彦（東医療センター外科
　教授）
　髙木耕一郎（東医療センター産
　婦人科教授）
　橋本尚武（八千代医療センター
　糖尿病・内分泌代謝内科教授） 
　廣島健三（八千代医療センター
　病理診断科教授）
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付
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日本私立医科大学協会元副会長・学校法人東京女子医科大学名誉理事長
吉岡博光先生ご逝去

　学校法人東京女子医科大学名誉理事長並びに日本私立医科大学協会元副会長の吉岡博光先生
は平成 31 年 2 月 15 日（金）に逝去されました。享年 85 でした。
　先生は、昭和 8年 2 月 22 日に本学創設者である吉岡彌生先生の孫として東京に生まれ、昭
和 30 年に学習院大学政経学部を卒業後、三共株式会社を経て昭和 44 年に学校法人東京女子医
科大学常勤理事（財務担当）に就任されました。その後、昭和 59 年に同副理事長兼事務局長、
平成 2年に同理事長に就任されました。本学役員として 50 年余の長きに亘って法人経営に携
わり、部局制度の徹底による組織責任の明確化と職責制度の確立、財政基盤健全化の推進等、
主に経営面から本学を支え続け、平成 25 年に名誉理事長に就任しました。
　教育面では平成 2年度に全国に先駆けて新しい教育方法である「テュートリアル教育」を取
り入れました。看護学教育についても医療の高度化とともに看護学教育の高度化の必要性を早
くから認識し、看護学部の設置に尽力し平成 10 年に開設に至りました。
　研究面については、約 40 年前から共同研究を行っている早稲田大学とともに、本学の強み
である医学と早稲田大学の理工学分野の医工学連携を一層推進すべく、平成 20 年に「東京女
子医科大学・早稲田大学連携先端生命医科学研究教育施設（通称：TWIns）」を開設しました。
　学外活動では母校とのつながりを大切にしておられ、医学部同窓会顧問として長きに亘り務
められ、また出身校である学校法人学習院理事（非常勤）を務められた一方、同窓会である桜
友会を通じて各界で活躍する学友・同窓生と交流を深められておりました。
　また、一般社団法人日本私立医科大学協会では平成 8年に理事就任後、平成 14 年には総務・
経営部会担当副会長に就任、また財務担当理事者会議委員長、私立医科大学理事長会代表幹事
を務め、加盟医科大学における財政問題等の各種懸案事項の取りまとめをはじめ、各方面への
陳情や調整役として奔走されました。
　これらの業績により平成 23 年に旭日重光章を受章され、平成 31 年 3 月に正五位叙位の栄誉
に浴されました。
　ここに生前の多大なる先生の功績を称え、謹んでご冥福をお祈りいたします。

吉岡博光先生大学葬
平成 31年 3月 30日（土）

東京女子医科大学　弥生記念講堂
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　大池信之（就任）
　平成 31 年 2 月 12 日付
◎医学部外科学講座（呼吸器外科
　学部門）（昭和大学病院勤務）　
　教授（員外）
　武井秀史（就任）
◎医学部小児科学講座（小児内科
　学部門）（昭和大学病院勤務）　
　教授（員外）
　加藤光広（就任）
◎医学部泌尿器科学講座（昭和大
　学横浜市北部病院勤務）教授（員
　外）
　冨士幸蔵（就任）
◎昭和大学名誉教授
　米山啓一郎（授与）
　後閑武彦（授与）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
《退任関係》
◎学校法人昭和大学事務局長
　赤堀明人（退任）（相談役に就任）
◎医学部小児科学講座（小児循環
　器内科）（昭和大学病院勤務）　
　教授
　富田　英（定年退職）（特任教
　授に就任 : 昭和大学病院小児循
　環器内科勤務）
◎医学部放射線医学講座（放射線
　治療学部門）（昭和大学病院勤
　務）教授
　加賀美芳和（定年退職）（特任
　教授に就任 : 昭和大学病院放射
　線治療科勤務）
◎医学部形成外科学講座（昭和大
　学藤が丘病院勤務）教授
　大久保文雄（定年退職）（特任
　教授に就任 : 昭和大学口唇口蓋
　裂センター勤務）
◎医学部内科学講座（緩和医療科
　学部門）（昭和大学横浜市北部
　病院勤務）教授
　岡本健一郎（定年退職）（特任
　教授に就任 : 昭和大学病院緩和
　医療科勤務）

昭和大学

《就任関係》
◎学校法人昭和大学事務局長
　小玉敦司（就任）
　平成 31 年 4 月 1 日付
◎医学部医学教育学講座教授 
　泉　美貴（就任）
　平成 30 年 10 月 1 日付
◎医学部皮膚科学講座（昭和大学
　江東豊洲病院勤務）教授
　永田茂樹（就任）
　平成 30 年 10 月 9 日付
◎医学部内科学講座（糖尿病・代
　謝・内分泌内科学部門）（昭和
　大学病院附属東病院勤務）教授
　山岸昌一（就任）
◎医学部泌尿器科学講座（昭和大
　学横浜市北部病院勤務）教授
　嘉村康邦（就任）
◎医学部放射線医学講座（放射線
　治療学部門）（昭和大学病院勤
　務）教授
　伊藤芳紀（就任）
◎医学部放射線医学講座（放射線
　科学部門）（昭和大学病院勤務）
　教授
　扇谷芳光（就任）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
◎医学部内科学講座（腫瘍内科学
　部門）（昭和大学江東豊洲病院
　勤務）教授（員外）
　嶋田　顕（就任）
　平成 30 年 10 月 9 日付
◎医学部臨床病理診断学講座（昭
　和大学病院勤務）教授（員外）

◎医学部臨床病理診断科学講座　
　（昭和大学江東豊洲病院勤務）　
　教授
　九島巳樹（定年退職）（特任教
　授に就任 : 昭和大学江東豊洲病
　院臨床病理診断科勤務）
◎医学部内科学講座（腎臓内科学
　部門）（昭和大学病院勤務）教
　授
　柴田孝則（定年退職）
◎医学部放射線医学講座（放射線
　科学部門）（昭和大学病院勤務）
　教授
　後閑武彦（定年退職）
◎医学部内科学講座（糖尿病・代
　謝・内分泌内科学部門）（昭和
　大学病院附属東病院勤務）教授
　平野　勉（定年退職）
◎医学部小児科学講座（小児内科
　学部門）（昭和大学横浜市北部
　病院勤務）教授
　梅田　陽（定年退職）
◎医学部麻酔科学講座（昭和大学
　横浜市北部病院勤務）教授
　小坂　誠（定年退職）
◎医学部衛生学公衆衛生学講座教
　授（員外）
　山野優子（定年退職）（定年後
　再雇用：昭和大学保健医療学部
　看護学科に異動）
◎医学部内科学講座（循環器内科
　学部門）（昭和大学藤が丘病院
　勤務）教授（員外）
　江波戸美緒（定年退職）（定年
　後再雇用：昭和大学藤が丘病院
　循環器内科勤務）
◎医学部泌尿器科学講座（昭和大
　学横浜市北部病院勤務）教授（員
　外）
　井上克己（定年退職）
◎医学部放射線医学講座（放射線
　治療学部門）（昭和大学横浜市
　北部病院勤務）教授（員外）
　馳澤憲二（定年退職）

《人事》
◎学長就任
　丸　義朗
　平成 31 年 4 月 1 日付
◎学長退任
　吉岡俊正
　平成 31 年 3 月 31 日付
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◎教授就任
　山本拓史（医学研究科脳神経外
　科学）
　平成 30 年 10 月 1 日付
　馬場　元（医学研究科精神・行
　動科学（順天堂越谷病院））
　平成 30 年 11 月 1 日付
　植木理恵（医学研究科皮膚科学・
　アレルギー学（順天堂東京江東
　高齢者医療センター））
　船曳和彦（医学研究科腎臓内科
　学（順天堂東京江東高齢者医療
　センター））
　以上、平成 30 年 12 月 1 日付
　齋浦明夫（医学研究科肝・胆・
　膵外科学）
　平成 31 年 1 月 1 日付
　浅井　徹（医学研究科心臓血管   
　外科学）
　平成 31 年 2 月 1 日付
　峯　真司（医学研究科上部消化
　管外科学）
　赤松和土（医学研究科ゲノム・
　再生医療センター）
　山路　健（医学研究科膠原病・
　リウマチ内科学）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
◎教授定年退職
　樋野興夫（医学研究科分子病理
　病態学）
　横山和仁（医学研究科疫学・環
　境医学）
　新井平伊（医学研究科精神・行
　動科学）
　坂井建雄（医学研究科解剖学・
　生体構造科学）
　代田浩之（医学研究科循環器内
　科学）
　大坂顯通（医学研究科輸血・幹
　細胞制御学）
　吉田幸洋（医学研究科産婦人科
　学（浦安病院））
　小林茂人（医学研究科総合診療
　科学（越谷病院））

関西医科大学

◎学長就任
　友田幸一（再任）
◎副学長就任
　野村昌作（再任）
　松田公志（再任）
　木梨達雄（再任）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
◎教授就任
　菅　俊光（診療教授：医学部リ
　ハビリテーション医学講座）

順天堂大学

《人事異動》
◎学長特別補佐
　木南英紀（再任）
　平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年
　3月 31 日
◎医学部長・医学研究科長
　代田浩之（退任）
　服部信孝（就任）
　平成 31 年 4 月 1 日～令和 4 年
　3月 31 日
◎医学部副学部長
　長岡　功（再任）
　平成 31 年 4 月 1 日～令和 3 年
　3月 31 日
◎医学部附属順天堂医院長
　天野　篤（退任）
　髙橋和久（就任）
　平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年
　3月 31 日
◎医学部附属静岡病院長
　三橋直樹（退任）
　佐藤浩一（新任）
　平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年
　3月 31 日
◎医学部附属浦安病院長
　吉田幸洋（再任）
　平成 31 年 4 月 1 日～令和 3 年
　3月 31 日
◎医学部附属順天堂越谷病院長
　髙崎芳成（再任）
　平成 31 年 4 月 1 日～令和 3 年
　3月 31 日

◎医学部内科学講座（緩和医療科
　学部門）（昭和大学病院勤務）　
　教授（員外）
　樋口比登実（退職）
◎医学部総合診療医学講座（昭和
　大学病院勤務）教授（員外）
　齋藤　司（退職）
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付

　新島新一（医学研究科小児思春・
　病態学（練馬病院））
　野沢雅彦（医学研究科整形外科・
　運動器医学（練馬病院））
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付
◎名誉教授就任
　樋野興夫
　新井平伊
　坂井建雄
　代田浩之
　大坂顯通
　吉田幸洋
　新島新一
　野沢雅彦
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
◎特任教授就任
　梅村　淳
　平成 30 年 10 月 1 日付
　藤本豊士
　堀越　哲
　大坂顯通
　吉田幸洋
　小林茂人
　野沢雅彦
　平野隆雄
　平林正樹
　代田浩之
　坂井建雄
　中村哲也
　以上、平成 31 年 4 月 1 日～令
　和 2年 3月 31 日
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《学校法人大阪医科薬科大学》
◎理事長補佐・副理事長
　濱岡純治（就任）
◎副理事長
　佐野浩一（就任）
　以上、平成 30 年 12 月 1 日付
◎常務理事
　佐野浩一（退任）
　平成 30 年 11 月 30 日付
◎理事

大阪医科大学

《常務理事就退任》
◎学校法人久留米大学常務理事
　廣田りょう（退任）
　平成 30 年 12 月 31 日付
　有馬彰博（就任）
　平成 31 年 1 月 1 日付
《理事就任》
◎学校法人久留米大学理事
　永渕富三
　平成 31 年 1 月 1 日付
　久原正治（再任）
　平成 31 年 4 月 1 日付
《役職者の退任》
◎大学院医学研究科科長
　矢野博久
◎医学部長

久留米大学

　平成 30 年 11 月 1 日付
　宮下修行（診療教授：医学部内
　科学第一講座（呼吸器・感染症
　内科担当））
　平成 31 年 1 月 1 日付
　北田容章（医学部解剖学講座）
　関本貢嗣（医学部外科学講座）
　川副浩平（理事長特命教授：附
　属病院ハートセンター（任期延
　長））
　飯田寛和（理事長特命教授：総合
　医療センター人工関節センター（任
　期延長））
　關　壽人（理事長特命教授：総合
　医療センター肝臓病センター（任
　期更新））
　吉岡和彦（理事長特命教授：総
　合医療センター外科（任期延長））
　小早川令子（学長特命教授：附
　属生命医学研究所神経機能部門
　（任期延長））
　鈴鹿有子（学長特命教授：国際
　交流センター（任期延長））
　西屋克己（学長特命教授：医学
　教育センター（任期延長））
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
◎教授退任
　藤井　茂（医学部化学教室）
　平成 30 年 8 月 31 日付
　山田久夫（医学部解剖学第一講
　座）
　村尾浩平（診療教授：医学部麻
　酔科学講座）
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付
《役職員人事》
◎診療分析センターセンター長
　髙山康夫（新任）
　平成 31 年 1 月 1 日付
◎附属病院長
　澤田　敏　（再任）
◎くずは病院顧問
　髙山康夫（新任）
◎関医デイケアセンター・滝井セ
　ンター長

　菅　俊光（新任）
◎実験動物飼育施設共同施設長
　平野伸二（再任）
◎アイソトープ実験施設長
　谷川　昇（再任）
◎附属看護専門学校学校長
　楠本健司（再任）
◎医学教育センター長
　西屋克己（再任）
◎国際交流センター長
　鈴鹿有子（再任）
◎臨床研究支援センター長
　楠本健司（新任）
◎病態分子イメージングセンター長
　中邨智之（再任）
◎入試センター長
　中川　淳　（再任）
◎附属図書館長
　髙橋寛二（再任）
◎産学連携知的財産統括室長
　塩島一朗（再任）
◎iPS・幹細胞研究支援センター長
　六車恵子（新任）
◎歴史資料室長
　西山利正（再任）
◎大学院医学研究科修士課程設置
　準備室長
　木梨達雄（新任）
◎法人事務局長
　高井　俊　（再任）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付

　政田幹夫（重任）
　平成 31 年 1 月 1 日付
◎監事
　山口勝之（退任）
　平成 31 年 3 月 31 日付
《人事》
◎教授退任
　黒岩敏彦（脳神経外科学）
　玉井　浩（小児科学）
　鳴海善文（放射線医学）
◎特別任命教員（教授）退任
　富永和作（先端医療開発学寄附
　講座）
◎専門教授退任
　岡田仁克（病理学）
　菅澤　淳（眼科学）
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付
◎教授就任
　芦田　明（小児科学）
◎特別任命教員（教授）就任
　福西新弥（先端医療開発学寄附
　講座）
◎特別職務担当教員（教授）
　美馬　晶（内科学Ⅲ）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
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　内村直尚
◎医学部附属医療センター病院長
　廣松雄治
◎分子生命科学研究所長
　児島将康
◎がんワクチンセンター長
　伊東恭悟
◎臨床研究支援センター長
　上野高史
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付
《役職者の就任》
◎大学院医学研究科科長
　神田芳郎
◎医学部長
　矢野博久
◎医学部看護学科長（再任）
　三橋睦子
◎医学部附属医療センター病院長
　廣松雄治
◎医学部附属臨床検査専門学校長
　（再任）
　西　昭徳
◎分子生命科学研究所長
　齋藤成昭
◎循環器病研究所長（再任）
　福本義弘
◎皮膚細胞生物学研究所長（再任）
　名嘉眞武國
◎がんワクチンセンター長
　由谷　茂
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
《教授の退任》
◎医学部医学科病理学講座
　杉田保雄（定年）
◎医学部医学科内科学講座（内分
　泌代謝内科部門）
　廣松雄治（定年）
◎医学部看護学科
　中島洋子（定年）
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付
《教授の就任》
◎医学部医学科自然科学教室（物
　理学）
　長澤真樹子

　平成 31 年 1 月 1 日付
◎医学部看護学科
　古村美津代
◎高次脳疾患研究所
　小路純央
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
《特命教授の就任》
◎学長直属（再任）
　松本博行
　野口正典
　由谷　茂
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付

杏林大学

《医学部人事》
◎教授（就任）
　大西宏明（臨床検査医学）
　安田和基（内科学Ⅲ（糖尿病・
　内分泌・代謝内科学））
　細井　温（臨床教授）（心臓血
　管外科学）

杏林大学
「婦人科病棟が第 2病棟 4階に移転」

　婦人科病棟は、より快適な診療・入院環境を患者さんへ提供す
るため、2018 年 12 月に第 1病棟 4階から第 2病棟 4階に移転しま
した。
　新病棟は、4人部屋や個室の計 23 床となり、温かみのあるロー
ズピンクとベージュ色を基調にし、各病室に明るい日差しが差し
込む設計です。
　今まで分かれていた不妊治療と婦人科疾患を同じ病棟にし、患
者さんに負担の少ない処置ができる機器などを配備しました。ま
た、外来診察室や手術室からの導線もよくなり、移動の負担が以
前より軽減されるようになりました。

4 人部屋の病室 処置室

　水川良子（臨床教授）（皮膚科学）
　戸成綾子（臨床教授）（放射線
　腫瘍学）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
◎教授（退任）
　石田　均（内科学Ⅲ（糖尿病・
　内分泌・代謝内科学））
　平成 31 年 3 月 31 日付
《病院人事》
◎診療科長（就任）
　安田和基 （糖尿病・内分泌・代
　謝内科） 
　阿部展次 （上部消化管外科）
　須並英二 （下部消化管外科）
　阪本良弘 （肝胆膵外科）
　倉井大輔 （感染症科）
　江原　威 （放射線治療科） 
◎病院役職者（就任）
　根本康子 （看護部長）
　倉井大輔 （感染対策室長）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
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聖マリアンナ医科大学

《教授の異動》
◎定年
　平田和明（解剖学（人体構造）
　教授）
　中島秀喜（微生物学教授）
　高木正之（病理学（診断病理）
　教授）
　三浦偉久男（内科学（血液・腫
　瘍内科）教授）
　山本　仁（小児科学（小児科）
　教授）
　平　泰彦（救急医学（救急）教授）
◎退職
　力石辰也（腎泌尿器外科学教授）
　首藤昭彦（外科学（乳腺・内分
　泌外科）病院教授）
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付
◎任命
　佐治　久（外科学（呼吸器外科）
　教授）
　平成 30 年 10 月 1 日付
　竹村　弘（微生物学教授）
　小池淳樹（病理学教授）
　新井文子（内科学（血液・腫瘍

川崎医科大学

《就任》
　小賀　徹（呼吸器内科学教授）
　平成 30 年 10 月 1 日付
　友田恒一（総合内科学 1教授）
　平成 30 年 10 月 19 日付
　向井隆雄（歯科総合口腔医療学
　教授）
　平成 30 年 11 月 1 日付
　嶋　雄一（解剖学教授）
　和田健二（認知症学教授）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
《退任》
　椿原彰夫（リハビリテーション
　医学教授）
　平成 31 年 3 月 31 日付

　内科）教授）
　清水直樹（小児科学（小児科）
　教授）
　菊地栄次（腎泌尿器外科学教授）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付

帝京大学

◎医学総合図書館長
　綾部琢哉（医学部産婦人科学講
　座）（新規）
◎帝京大学医学教育センター長
　田中　篤（医学部内科学講座）
　（継続）
◎病院長
　坂本哲也（医学部救急医学講座）
　（継続）
◎主任教授
　林　直樹（医学部精神神経科学
　講座）（昇任）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
◎教授
　坂尾幸則（医学部外科学講座）
　（採用）
　平成 30 年 7 月 1 日付
　佐藤　謙（医学部附属溝口病院
　第四内科学講座）（採用）
　平成 30 年 10 月 1 日付
　今村　裕（医学部附属溝口病院
　眼科学）（昇任）
　平成 30 年 12 月 1 日付
　安心院康彦（医学部救急医学講
　座）（採用）
　小林宏寿（医学部附属溝口病院
　外科学）（採用）
　稲生　靖（ちば総合医療センター
　脳神経外科学）（採用）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
◎名誉教授
　池淵惠美
　平成 31 年 4 月 1 日付

藤田医科大学

《役員人事》
◎専務理事
　才藤栄一（就任）
◎常務理事
　湯澤由紀夫（就任）
　野田憲一（就任）
◎理事
　眞野惠子（就任）
　以上、平成 31 年 1 月 1 日付
《役職者人事》
◎大学長
　才藤栄一（就任）
◎統括副学長
　湯澤由紀夫（就任）
◎副学長
　岩田仲生（重任）
　金田嘉清（重任）
　廣瀬雄一（就任）
　吉川哲史（就任）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
◎藤田医科大学総合救命救急セン
　ター長
　岩田充永（重任）
　平成 31 年 2 月 1 日付
◎大学事務局長
　濱子二治（就任）
　平成 31 年 4 月 1 日付
《教授の就任》
　住友　誠（腎泌尿器外科学）
　平成 30 年 11 月 1 日付
　角川裕造（生物学）
　飯塚成志（臨床医学総論）
　柴田清住（産婦人科発育病態医
　学）
　以上、平成 30 年 12 月 1 日付
　浅井直也（病理学）
　廣岡芳樹（肝胆膵内科学）
　冨田章裕（血液内科学）
　渡邉宏久（脳神経内科学）
　寺澤晃彦（救急総合内科学）
　大野良治（放射線医学）
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愛知医科大学

《役員の改選》
◎理事長
　三宅養三（退任）
　平成 31 年１月 27 日付
　祖父江元（就任）
　平成 31 年１月 28 日付
◎理事
　三宅養三（退任）
　栁田昇二（退任）
　以上、平成 31 年１月 27 日付
　若槻明彦（再任）
　羽生田正行（再任）
　坂本真理子（再任）
　島田孝一（再任）
　羽根田雅巳（再任）
　藤原祥裕（新任）
　浅井富成（再任）
　加藤政隆（再任）

◎主任教授退任（定年退職）
　藤元治朗（外科学肝・胆・膵外科）
　吉矢晋一（整形外科学） 
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付
◎教授就任
　高雄由美子（ペインクリニック部）
　平成 31 年 1 月 1 日付
　奥田真珠美（小児科学）
　平成 31 年 4 月 1 日付
　倉賀野隆裕（内科学腎・透析科）
　平成 31 年 3 月 1 日付
　石藏礼一（放射線医学）
　平成 31 年 4 月 1 日付
◎名誉教授の称号授与
　増山　理（内科学循環器内科）
　藤元治朗（外科学肝・胆・膵外科）
　吉矢晋一（整形外科学）
　難波光義（兵庫医科大学病院長）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
《職員の人事》
◎事務局長就任
　佐々木周一
　平成 31 年 4 月 1 日付

　内海　眞（新任）
　坂井克彦（再任）
　祖父江元（再任）
　那須國宏（再任）
　柵木充明（再任）
　山内一征（再任）
◎監事
　岡田　忠（再任）
　以上、平成 31 年１月 28 日付
《人事異動》
◎教授
　住友　誠（退職）（泌尿器科学
　講座）
　平成 30 年 10 月 31 日付
　池田　洋（退職）（病理学講座）
　高安正和（退職）（脳神経外科
　学講座）
　黒田寛人（退職）（先端レーザー
　医学寄附講座）
　横尾和久（退職）（形成外科）
　塩見利明（退職）（睡眠科）
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付
　古川洋志（昇任）（形成外科）
　杉本郁夫（昇任）（医療安全管
　理室）
　宮地　茂（配置換）（脳神経外
　科学講座）
　以上、平成 31 年４月１日付
◎教授（特任）
　畠山　登（配置換）（麻酔科学
　講座）
　藤田義人（配置換）（周術期集
　中治療部）
　以上、平成 30 年 11 月１日付
　中尾直樹（退職）（内科学講座（神
　経内科））
　奥田真珠美（退職）（小児科学
　講座）
　岩堀裕介（退職）（整形外科学
　講座）
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付
　原　政人（採用）（脊椎脊髄セ
　ンター）
　村上秀樹（昇任）（病理学講座）

　須田康一（総合消化器外科学）
　臼井正信（外科 ･緩和医療学）
　市原　隆（医用画像人工知能研
　究開発講座（寄附講座））
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
《教授の退職》
　臼田信光（解剖学Ⅱ）
　恵美宣彦（血液内科学）
　冨重博一（消化器外科学）
　山田治基（整形外科学）
　片田和広（先端画像診断共同研
　究講座）
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付
《名誉教授称号授与》
　山田治基
　臼田信光
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付

兵庫医科大学

《役員の人事》
◎理事
　西岡　清（重任）
　藤岡宏幸（就任）
　鈴木敬一郎（重任）
　三輪洋人（重任）
　阪上雅史（重任）
　西　信一（就任）
　前田初男（重任）
　片山　覚（就任）
　清水聡一郎（就任）
　松村昭夫（就任）
　畑　守人（重任）
　空地顕一（重任）
　難波光義（就任） 
　夏苅千晶（就任） 
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付 
◎監事
　森田泰夫（就任）
　平成 31 年 4 月 1 日付
《教授の人事》
◎主任教授就任
　黒田悦史（免疫学）
　平成 31 年 4 月 1 日付



医大協ニュース 令和元年 5月 23 日

51

　年退職）
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付
◎特任教授
　岡島英明（小児外科学）（新任）
　安藤　誠（心臓血管外科学）（新
　任）
　古市賢吾（腎臓内科学）（新任）
　林　康彦（脳神経外科学）（新任）
　河合康幸（循環器内科学）（就任）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
　岡崎俊朗（血液免疫内科学）（定
　年退職） 
　平成 31 年 3 月 31 日付
◎臨床教授
　高村博之（一般・消化器外科学）
　（新任）
　中川敬夫（リハビリテーション
　医学）（新任）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
　四方裕夫（循環器外科学） （退
　職）
　平成 31 年 3 月 31 日付
《金沢医科大学氷見市民病院》
◎臨床教授
　横山光輝（整形外科学）（新任）
　齋藤淳史（腎臓内科学）（就任）
　井口晶晴（呼吸器内科学）（就任）
　木南伸一（一般・消化器外科学）
　（就任）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
　齋藤人志（一般・消化器外科学）
　（定年退職）
　平成 31 年 3 月 31 日付
◎副院長
　井口晶晴（呼吸器内科学臨床教
　授）（就任）
　高木雅美（看護部長）（再任）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
《名誉教授の称号授与》
　神田享勉
　齋藤人志
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付

獨協医科大学

《学校法人獨協学園の人事》
◎評議員の就任
　安　隆則（日光医療センター病
　院長）（新任）
　任期：平成 31 年 4 月 1 日～令
　和元年 8月 1日
《役職者の就任》
◎日光医療センター病院長
　安　隆則（新任）
　任期：平成 31 年 4 月 1 日～令
　和 4年 3月 31 日（3年）
◎医学部教務部長
　楫　　靖（新任）
　任期：平成 31 年 4 月 1 日～令
　和 4年 3月 31 日（3年）
◎図書館長
　妹尾　正（再任）
　任期：平成 31 年 4 月 1 日～令
　和 3年 3月 31 日（2年）
《教授の就任》
　竹川英宏（大学病院脳卒中センター） 
　平成 30 年 10 月 1 日付
　小嶋一幸（第一外科学）
　平成 30 年 12 月 1 日付
　藤乘嗣泰（大学病院血液浄化セ
　ンター）
　平成 31 年 2 月 1 日付
　菊地　研（大学病院救命救急セ
　ンター）
　江島泰生（大学病院放射線治療
　センター）
　久保田一徳（大学病院放射線部）
　辰元宗人（大学病院医療安全推
　進センター（医療安全管理部門））
　橋本貢士（埼玉医療センター糖
　尿病内分泌・血液内科）
　伴　慎一（埼玉医療センター病
　理診断科）
　新井丈郎（埼玉医療センター手
　術部）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付

自治医科大学

《役員の異動》
◎理事
　尾﨑正直（就任）
　平成 30 年 10 月 4 日付
　簑田清次（退任）
　平成 31 年 3 月 31 日付
《大学の人事》
◎副学長
　簑田清次（退任）
　平成 31 年 3 月 31 日付
　大槻マミ太郎（就任）
　平成 31 年 4 月 1 日付
◎附属さいたま医療センター
　副センター長
　小山信一郎（退任）
　平成 31 年 3 月 31 日付
　藤田英雄（就任）
　平成 31 年 4 月 1 日付

金沢医科大学

《法人役員》
◎常務理事
　大野木辰也（退職）
　平成 31 年 2 月 28 日付
《教授》
◎講座主任
　高橋　完（麻酔科学）（新任）
　出村　昇（顎口腔外科学）（就任）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付
　小林淳二（総合内科学）（退職）
　影近謙治（リハビリテーション
　医学）（退職）
　土田英昭（麻酔科学）（定年退職）
　神田享勉（地域医療学）（定年
　退職）
　瀬上夏樹（顎口腔外科学）（定

　丹羽淳一（昇任配置換）（脳卒
　中センター）
　以上、平成 31 年 4 月１日付
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◎教授退任
　宮崎俊一（医学部内科学教室（循
　環器内科部門）教授）
　中村雄作（医学部内科学教室（神
　経内科部門）教授）（定年）
　奥野清隆（医学部外科学教室（下
　部消化管部門）教授）（定年）
　八木　誠（医学部外科学教室（小
　児外科部門）教授）（定年）
　佐賀俊彦（医学部心臓血管外科
　学教室教授）（定年）
　森本昌宏（医学部麻酔科学教室
　教授）
　髙階經和（医学部内科学教室（循
　環器内科部門）客員教授）
　井上雅智（奈良病院消化器外科
　教授）（定年）
　宗圓　聰（奈良病院乳腺・内分
　泌外科教授）（定年）
　綿谷正弘（奈良病院整形外科 ･
　リウマチ科教授）（定年）
　北澤康秀（奈良病院第三次救命
　救急センター教授）（定年）
　以上、平成 31 年 3 月 31 日付 
◎教授就任
　坂口元一（医学部心臓血管外科
　学教室主任教授）
　東本有司（医学部ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医
　学教室臨床教授）
　宮崎俊一（医学部内科学教室（循
　環器内科部門）客員教授）
　井上雅智（奈良病院消化器外科
　特任教授）
　北澤康秀（奈良病院第三次救命
　救急センター特任教授）
◎教授昇格
　川村純一郎（医学部外科学教室
　（下部消化管部門）主任教授）
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付

◎医学部付属大磯病院副院長
　宮北英司
　小林一郎
　豊倉　穣
◎医学部付属八王子病院長
　小林義典
◎医学部付属八王子病院副院長
　山田俊介
　向井正哉
　野川　茂
《教授就任》
　大塚正人（基礎医学系（分子生
　命科学））
　林　丈晴（基礎医学系（生体構
　造機能学））
　金谷泰宏（基盤診療学系（臨床
　薬理学））
　鈴木秀和（内科学系（消化器内
　科学））
　桑木賢次（外科学系（心臓血管
　外科学））
　山本聖一郎（外科学系（消化器
　外科学））
　渡辺稔彦（外科学系（小児外科
　学））
　鈴木武志（外科学系（麻酔科学））
　西山純一（外科学系（麻酔科学））
　守田誠司（外科学系（救命救急
　医学））
　濵田昌史（専門診療学系（耳鼻
　咽喉科学））
　丹羽　徹（専門診療学系（画像
　診断学））
　菅原章友（専門診療学系（放射
　線治療科学））
《臨床教授就任》
　松山　孝（専門診療学系（皮膚
　科学））
　以上、平成 31 年 4 月 1 日付

東海大学

《役職者就任》
◎理事・常務理事、伊勢原校舎・
　付属病院本部本部長
　飯田政弘（新任）
◎副学長（医系担当）（新任）、伊
　勢原校舎・付属病院本部副本部
　長（統括・教育研究担当）、医
　学部長
　坂部　貢
◎伊勢原校舎・付属病院本部副本
　部長（病院担当）、医学部付属
　病院長
　渡辺雅彦（新任）
◎伊勢原校舎・付属病院本部副本
　部長（経営企画・事務担当）、　
　伊勢原経営企画室長、伊勢原事
　務部長、医学部付属病院病院事
　務部長
　梅澤博之
◎医学部副学部長
　瀧澤俊也
　松前光紀
　中村直哉（新任）
◎医学部副学部長、大学院医学研
　究科長
　小林広幸
◎医学部副学部長、伊勢原教育計
　画部長
　川田浩志
◎医学部付属病院副院長
　吉岡公一郎（新任）
　浅野浩一郎
　岩﨑正之（新任）
　大上研二
　小川吉明
◎医学部付属東京病院長
　西﨑泰弘
◎医学部付属東京病院副院長
　千野　修
　白石光一
◎医学部付属大磯病院長
　島田英雄
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【協会、関係団体の動き】 【政府、関係省庁等の主な動き】

■平成 31 年 1 月 11 日（金）
　厚生労働省は「第16回医師の働き方改革に関
する検討会」を開催した。

■平成 31 年 1 月 30 日（水）
　本協会は「第 6回病院長会議」を開催した。
厚生労働省医政局医事課医師養成等企画調整
室長を招き、厚生労働省「医師の働き方改革
に関する検討会」において検討が進められて
いる内容の説明を受けた。その後、活発な質
疑応答が行われた。

■平成 30 年 12 月 3 日（月）
　全国医学部長病院長会議は「臨床系教員の
働き方改革ワーキンググループ」を開催した。

■平成31年 1月 21日（木）
　厚生労働省は「第17回医師の働き方改革に関
する検討会」を開催した。

■平成31年 2月 6日（水）
　厚生労働省は「第18回医師の働き方改革に関
する検討会」を開催した。

■平成31年 2月 20日（水）
　厚生労働省は「第19回医師の働き方改革に関
する検討会」を開催した。

■平成31年 3月 13日（水）
　厚生労働省は「第20回医師の働き方改革に関
する検討会」を開催した。

■平成31年 3月 15日（金）
　厚生労働省は「第21回医師の働き方改革に関
する検討会」を開催した。

Ⅰ．医師の働き方改革に関する動向について

　平成 30 年 12 月 14 日、厚生労働省「医師の働き
方改革に関する検討会」は、医師の睡眠確保の重要
性を踏まえ、医師の労働時間短縮に向けた取組みの
着実な実施を求める声明を取りまとめ、公表した。
同検討会が取りまとめた「緊急的な取組」が実際に
医師の労働時間短縮や医師の健康確保につながって
いるか振り返り、実効性のある取組の実施を確実に
進めることを求めるものであった。
　平成 31 年 3 月 29 日、同検討会は、報告書を取り

まとめ公表した。2024 年度から適用される時間外労
働の上限について、原則を年 960 時間（A水準）とし、
地域医療確保の暫定特例水準（B水準）や集中的技
能向上水準（C水準）は、特例として年 1,860 時間
を認めることとした。そのため、特例の医療機関に
は、連続勤務時間制限などの追加的健康確保措置を
医事法制で義務付けるため、医療法や医師法が改正
される予定であること。
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■平成 31 年 4 月 24 日（水）
　国立大学附属病院長会議は「働き方改革に
関する緊急提言」を発表した。

■平成 31 年 3 月 20 日（水）
　自由民主党厚生労働部会「医師の働き方改
革に関するプロジェクトチーム」は医師の健
康確保、地域医療の適正な確保、財源の確保
を柱とする取りまとめを行い、公表した。

■平成 31 年 3 月 28 日（木）
　厚生労働省は「第 22 回医師の働き方改革に
関する検討会」を開催した。

■平成 31 年 4 月 20 日（土）
　第 119 回日本外科学会定期学術集会は特別
企画「外科医にとっての働き方改革とは」を
開催した。

■平成 31年 4月 28日（日）
　第 30回日本医学会総会は、学術プログラム
「医師の働き方改革について」を開催した。

Ⅲ．自由民主党「大学病院を支援する議員連盟」（会長：河村建夫衆議院議員）（以下、議連）について

　平成 30 年 12 月 19 日（水）、第 12 回大学病院を
支援する議員連盟が開催された。自由民主党厚生労
働部会「医師の働き方改革に関するプロジェクト
チーム（座長：羽生田たかし参議院議員）」から「医
師の健康と地域医療の確保を両立し、抜本的な医師
の働き方改革を推進するための中間提言（案）」に
ついて説明があり、医師の働き方改革の取組みを実
現するよう、政府に強く求めた。

その後、大学病院の現状について、以下 2点を本協
会の要望として、河村建夫議連会長に提出した。
＜日本私立医科大学協会からの要望＞
　①控除対象外消費税（損税）の負担解消
　②医学部・医科大学臨床系教員の働き方について
出席議員より出された意見は以下の通り。
①消費税率の引き上げに伴う控除対象外消費税
（損税）問題に関しては、診療報酬での補てん

■平成 31 年 3 月 29 日（金）
　厚生労働省「医師の働き方改革に関する検
討会」は報告書をとりまとめ、公表した。

Ⅱ．医学部入学試験のあり方に関する動向について

　平成 30 年 7 月 4 日、文部科学省幹部職員が大学
入学者選抜に関し大学から便宜を受けたとして受託
収賄容疑で逮捕・起訴された報道に関連して、平成
30 年 8 月 10 日、文部科学省は大学医学部医学科の
入学者選抜の実施体制や実施状況等についての緊急
調査を行った。
　その後、平成 30 年 12 月 14 日、文部科学省は「医
学部医学科の入学者選抜における公正確保等に係る

緊急調査（最終まとめ）」を公表した。
　医学部医学科の入学者選抜問題については、「大
学の自治」に基づく確固たる大学の裁量権と入学者
選抜の公正確保に向けた方策との整合性が重要であ
ること、また、現在の診療科偏在、地域偏在は国民
医療の根幹に関わる重要な問題であり、当該問題に
起因する将来の医師需給の変動が国民医療に大きな
影響を及ぼすこととなること等が懸念されること。
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不足が大学病院にどれほどの影響を与えている
のか、厚生労働省は認識しているのか。
②補てん点数項目に係る算定回数の見込みと実績
との差で補てん不足が生じたということであれ
ば、今後も同様の状況が発生することも考えら
れ、実績に応じて不足が生じた場合は、再度補
てんを行う方法をとっていただきたいこと。

　　　また、これまで不足していた分の補てんにつ
　　いても充分配慮すべきであること。

③医師の働き方改革に関して、大学病院の臨床系
教員は、診療・教育・研究を担う職域となって
おり、一般病院の医師とは全く異なる職種であ
るという観点で議論しないと現場で不整合が生
じ、大学病院というシステムが成り立たなくな
ることも予測されること。特に研究職について
は、極めて裁量性の高い職種であることから、
文部科学省は責任をもって厚生労働省と連携し
対応していただきたいこと。

Ⅳ．控除対象外消費税負担問題について

　平成 26 年 11 月に報告された消費税率 8％に対す
る平成 26 年度診療報酬改定後の補てん状況調査結
果のデータに誤りがあったことを受けて、平成 31
年 2 月 6 日開催の厚生労働省「第 407 回中央社会保
険医療協議会総会」（会長：田辺国昭東京大学大学
院法学政治学研究科教授）において、厚生労働省か
ら、2019 年 10 月の消費税率 10％への引き上げに伴
う 2019 年度診療報酬改定の配点内容が提示された。
初再診料の上乗せ率は、2016 年度の課税経費率と入

院料シェアに基づき 6.0％とし、また、急性期一般
入院料（旧 7対 1入院基本料）を算定している病院
は 5.3％、特定機能病院は 9.6％の上乗せを行うとし
た。厚生労働省は消費税率が 5％から 8％に引き上
がった部分も含めた、消費税率 5％から 10％の部分
について、消費税負担に見合う補てん点数となるよ
うに配点を行うとしており、本協会においても今後
の動向を注視していくこととした。

Ⅴ．新専門医制度に関する動向について

　平成 30 年 10 月、本協会新専門医制度検討委員会
（委員長：久松理一杏林大学医学部第三内科学教授）
の下部組織である「新専門医制度事務連絡会」（座長：
久松理一杏林大学医学部教授）（以下、連絡会）は、
定期的に各大学事務担当者間による情報交換の機会
を設け、適切な事務処理が行えるよう、課題解決に
向けて意思疎通を図っていくため、協会加盟大学 29
校による構成員の拡大を行った。

　定期的に年 1回の当該事務連絡会を開催し、加盟
各大学が抱えている問題点の協議並びに他大学の合
理的な取り組み等の情報を共有し、また、必要に応
じて本協会から日本専門医機構に対し要望・提言を
していくこととした。
　平成 31 年 2 月 6 日、本協会は第 1 回新専門医制
度事務連絡会を開催し、出席した協会加盟大学の委
員との情報交換を行った。
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■平成 31 年 2 月 22 日（金）
　厚生労働省は「平成 30 年度第 4回医道審議
会医師分科会医師専門研修部会」を開催した。

■平成 31 年 2 月 6 日（水）
　本協会は「第 1回新専門医制度事務連絡会」
を開催した。
　当該連絡会の設立趣旨・経緯、日本専門医
機構の動向、アンケート調査集計結果の報告
の後、情報交換を行った。
　当該事務連絡会として、改めて専門医制度
事務手続きに関するアンケートを実施するこ
ととした。

【協会、関係団体の動き】 【政府、関係省庁等の主な動き】

■平成 31 年 2 月 15 日（金）
　日本専門医機構は「第 3期第 10 回理事会」
を開催した。

■平成 31 年 3 月 15 日（金）
　日本専門医機構は「第 3期第 11 回理事会」
を開催した。

■平成 31 年 4 月 18 日（木）
　第 119 回日本外科学会定期学術集会は特別
企画「新専門医制度の開始により見えてきた
その現状と課題」を開催した。

■平成 31 年 4 月 22 日（月）
　本協会は「新専門医制度事務連絡会第 1回
打合せ会」を開催した。
　事務連絡会におけるアンケート調査項目の
検討と今後の運営に関する意見交換を行った。

■平成 31 年 4 月 27 日（土）
　第 20 回日本医学会総会は学術プログラム
「新専門医制度実施までの経緯と今後の課題」
を開催した。

■平成 31 年 3 月 22 日（金）
　厚生労働省は「平成 30 年度第 5回医道審議
会医師分科会医師専門研修部会」を開催した。

■令和元年 5月 14 日（火）
　厚生労働省は「令和元年度第 1回医道審議
会医師分科会医師専門研修部会」を開催した。

Ⅵ．医師養成の在り方に関する動向について

　厚生労働省「医療従事者の需給に関する検討会　
医師需給分科会」（座長：片峰　茂前長崎大学学長）
（構成員として、本協会からは小川　彰総務・経営
部会担当副会長（岩手医科大学理事長）、新井　一

理事（順天堂大学学長）が参画している）は、平成
29 年 12 月に第 2次中間取りまとめを行い、医師偏
在対策の基本的な考え方及び具体的な医師偏在対策
について、法改正が必要な事項を含めて事項の整理

■平成 30 年 12 月 11 日（火）
　厚生労働省は「平成 30 年度第 3回医道審議
会医師分科会医師専門研修部会」を開催した。
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■平成 30 年 12 月 12 日（水）
　厚生労働省は「医療従事者の需給に関する
検討会第 25 回医師需給分科会」を開催した。

【協会、関係団体の動き】 【政府、関係省庁等の主な動き】

■平成 31 年 2 月 13 日（水）
　日本医師会は、医療政策シンポジウム 2019
「医師の地域偏在」を開催した。

■平成 30 年 12 月 26 日（水）
　厚生労働省は「医療従事者の需給に関する
検討会第 26 回医師需給分科会」を開催した。

■平成 31 年 1 月 30 日（水）
　厚生労働省は「医療従事者の需給に関する
検討会第 27 回医師需給分科会」を開催した。

■平成 31 年 2 月 18 日（月）
　厚生労働省は「医療従事者の需給に関する
検討会第 28 回医師需給分科会」を開催した。

■平成 31 年 2 月 27 日（水）
　厚生労働省は「医療従事者の需給に関する
検討会第 29 回医師需給分科会」を開催した。

■平成 31 年 3 月 22 日（金）
　厚生労働省は「医療従事者の需給に関する
検討会第 30 回医師需給分科会」を開催した。

■平成 31 年 3 月 29 日（金）
　厚生労働省「医療従事者の需給に関する検
討会　医師需給分科会」は第 4次中間取りま
とめを公表した。

■平成 31 年 3 月 14 日（木）
　全国医学部長病院長会議は、「地域における
医師養成の在り方に関する調査実施委員会」
を開催した。

を行った。
　第 2次中間取りまとめを踏まえ、平成 30 年 3 月
に「医療法及び医師法の一部を改正する法律案」が
第 196 回国会に提出され、同年 7月に成立した。
　改正法は医師偏在対策の枠組みを定めるものであ
り、国会審議においても、①医師偏在指標を定める
に当たっては、地域住民の年齢構成の推移、患者の
流出入の状況、昼夜人口の変化など、地域の実情や
ニーズを適切に反映する客観的なデータを用いて検
討を行うこと、②医師偏在対策は大学医学部におけ
る医師養成段階から実施すべきものであることか

ら、厚生労働省と文部科学省が連携して具体的な施
策を検討し実施すること、といった附帯決議がなさ
れたように、施行に当たっては、医師偏在対策の実
効性確保のための具体的な運用を国において明確に
定める必要があった。
　第 4次中間取りまとめは、主な法改正事項の施行
期日である平成 31 年 4 月を控える中、医師偏在指
標の算出方法、医師少数区域の定め方、医師確保計
画の方針や諸制度の設計の詳細といった検討事項に
ついて、特に地域医療構想、医師の働き方改革に関
して留意して、取りまとめられた。
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　「日本私立医科大学協会加盟大学合同入試説明会・相談会」では、ローテーション方式による各
大学の説明並びにブースを設けての個別相談形式により、各大学の入試担当者から直接、受験生や
保護者の方々に私立医科大学の特色や入試制度などをお伝えしております。
　今年度は下記のとおり、1回開催いたします。
　詳細は日本私立医科大学協会ホームページ【https://www.idaikyo.or.jp/】にて公表しております。
　　　
　≪開催スケジュール≫
　◇ 昭 和 大 学    2019 年 8月 17 日（土）

協会加盟大学 2019 年度合同入試説明会 ･相談会の実施について
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広報誌 医学振興　　　　第 88号　　　　令和元年 5月 23日発行

　昨年創立 90 周年を迎えた久留米大学は、昭和 3（1928）
年に九州医学専門学校として創立された。医師の大都市集
中等で無医地域が増え、地域住民の困窮に福岡県医師会が
立ち上がり、時の福岡県医師会溝口喜六会長（初代理事長、
第３代校長）らのご尽力により設立された。設立にあたっ
ては、当時、日本足袋株式会社の社長であった石橋徳次
郎氏と専務取締役で弟の正二郎氏（株式会社ブリヂスト
ン創業者）から敷地および校舎の寄付を受け、その校舎
は大学本館として往時の佇まいを今に残している。
　昭和 5（1930）年に作られた、九州医学専門学校の校歌は、
数々の誌歌や童謡を残した詩人北原白秋の作詞によるも
ので、その一節にある「国手（名医）の理想は常に仁なり」
という言葉は、碑に刻まれ、現在は医学部医学科の基本
理念として本学で学ぶ学生たちの胸にも刻まれている。
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